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ETF Exchange-Traded funds 上場投資信託 
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IFC  International Finance Corporation 国際金融公社 
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LCA  Life Cycle Assessment  ライフサイクル・アセスメント 

M&A Mergers and acquisitions - 

MSCI Morgan Stanley Capital International - 

NGO Non-governmental organization 非政府組織 

OECD  Organization for Economic Co-operation 
and Development  

- 

PRI Principles for Responsible Investments  責任投資原則 

PwC PricewaterhouseCoopers  - 

R&D Research and development 研究開発 

SASB Sustainability Accounting Standards Board サステナビリティ会計基準審議会 

SDGs Sustainable Development Goals  持続可能な開発目標 

SME Small and Medium Enterprises  中小企業 

TCFD Task Force on Climate-Related Financial 
Disclosures 

気候関連財務情報開示タスクフォース 

TIMM Total Impact Measurement and 
Management  

- 

UNDP United Nations Development Programme  国連開発計画 

UNEP FI  United Nations Environmental Programme 
Finance Initiative  

国連環境計画・金融イニシアティブ 

UNGC  United Nations Global Compact  国連グローバル・コンパクト 

WBCSD World Business Council for Sustainable 
Development  

持続可能な開発のための世界経済人会議 
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1. 調査概要  

1.1 背景  

 2015 年、第 70 回国連総会において、「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 ア

ジェンダ（Transforming Our World: The 2030 Agenda for Sustainable Development）」が、全加盟国

の賛同を得て合意された。その核にあるのは持続可能な開発目標（SDGs: Sustainable Development 

Goals）であり、誰一人取り残さない世界の実現に向けた、17 の目標及び 169 のターゲットである。 

 2019 年に国連で開かれた SDG サミットは、採択後初めての SDGs を主題とした首脳級会合となっ

た。このサミットでは採択から 4 年間の取り組みのレビューが行われ、その進捗が評価されたが、目

標達成に向けては「あるべき姿からは程遠い（グテーレス国連事務総長）」、「達成状況に偏りや遅れ

があり、取り組みの加速化が必要（ムハンマド=バンデ国連総会議長）」といった指摘がなされ、2030

年までを「行動の 10 年（Decade of Action）」とすることが合意された。 

 日本では 2016 年 5 月に内閣総理大臣を本部長とする SDGs 推進本部が発足し、同年 12 月には

SDGs 実現に向けた国家戦略となる SDGs 実施指針が決定された。 

 2018 年以降は毎年、SDGs アクションプランが策定されており、本調査実施時点で最新版となる

SDGs アクションプラン 2021 では、重点事項として、ビジネスとイノベーションを通じた成長を実現す

ること、SDGs を原動力とした地方創生、経済と環境の好循環の創出を実現することが掲げられてい

る。 

 2006 年に国連が責任投資原則（PRI: Principles for Responsible Investment）を提唱したことを契機

として、ESG 投資への関心が、機関投資家はもちろん、広く社会的にも高まりつつある。開発の分野

でも、2011 年に釜山で開催された第 4 回援助効果向上に関するハイレベル・フォーラム（HLF4：閣

僚級）において民間セクターが開発における重要なパートナーとして位置づけられたのを機に、効

果的な開発協力のためのグローバル・パートナーシップ（GPEDC: Global Partnership for Effective 

Development Cooperation）が設置されるなど、民間セクターの存在感は高まりつつある。 

 日本企業においても SDGs の実践への期待が高まり、取り組みが進められつつある一方、そのプ

ロセスや社会的インパクトの評価については、未だ国際的にも、国内的にも、議論が続いているのが

現状である。 

 こうした状況を踏まえ、SDGs を実現するためのビジネス上の取り組み（以下、SDG ビジネス）を評

価する方法論について、国内外における事例をまとめ、今後の議論に資することを狙いとして、本調

査を実施する。 

 

1.2 目的  

 本調査は、SDG ビジネスの評価にかかる、主要な方法論やアプローチをまとめ、現時点の国際的

な潮流や国内の動きを把握することを目的とする。 

 

1.3 調査の枠組み  

1.3.1 調査期間  

 本調査は 2021 年 9 月から 12 月にかけて実施された。 
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1.3.2 調査対象  

 本調査では、公共セクター、民間セクター、非営利セクターのツールについて情報を収集した上

で、特に以下の 12 の評価手法について報告する。  

 
位置付け No. インパクトの評価手法 主導する組織/イニシアティブ  

規範・原則 1 インパクト・マネジメント規範 インパクト・マネジメント・プロジェクト

（IMP） 

2 インパクト・マネジメント運用原則 国際金融公社（IFC） 

エコシステムの

形成 

3 IRIS+ グローバル・インパクト投資ネットワーク

（GIIN） 

4 インパクト・クラシフィケーション・シス

テム 

IMP+ACT アライアンス、GIIN 

5 CDP ディスクロージャー・プラットフォ

ーム 

CDP Global 

6 B インパクト・アセスメント B Lab 

7 MSCI SDGアライメント・ツール MSCI 

8 PwC トータル・インパクト・メジャメン

ト＆マネジメント 

PwC 

ガバナンスの 

支援 

 

9 SDGインパクト基準 UNDP SDG インパクト・イニシアティブ 

10 SDG Compass グローバル・リポーティング・イニシアティ

ブ（GRI） 

11 Impact Lab ビジネス・コール・トゥ・アクション（BCtA） 

12 横浜市 SDGs 登録・認証制度 Y-

SDGs 

横浜市  

 

1.3.3 調査方法  

 情報は全てオンライン調査により収集した。中心的な記述については、全て対象組織のウェブサイ

ト、発表文書等から確認した一次情報であるが、一部に外部サイトの情報を引用した部分は、全て

脚注を付した。 
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2. 調査結果サマリー 

2.1 目標ベースのガバナンスに向けて 

 SDGs は 17 の目標、169 のターゲットにより構成され、その実現に向け、各国政府や地方自治体、

企業などが、各地域における状況と優先順位を踏まえて、独自のターゲットとアクションを定めること

を求めている。このアプローチはいわば「目標ベースのガバナンス」であると指摘される1。従来の国

際的な合意による問題解決では、条約などの法的枠組みを形成することを通じて、「ルールによるガ

バナンス」が志向されることが多かった。これに対して、SDGs は世界がどうあるべきかという姿を「誰

一人取り残さない（No one left behind）」という言葉で表し、その実現に向けた達成水準のみを示し

て、手法については各ステークホルダーの努力を信頼している。その意味では SDGs は、いわば自

律協調型の活動を創出する役割を果たしているというのが「目標ベースのガバナンス」の考え方であ

る。 

 こうしたガバナンスを通じて目標を達成するためには、SDGs に取り組む各アクターが、そのインパ

クトを可視化し議論する、共通言語や共通のフレームワークが必要となる。現在はその確立期に当

たる。本報告書では、民間セクターによる SDGs への関与が求められる背景を概観した上で、SDG ビ

ジネスのインパクト評価に係る主要な議論をまとめる。 

  

2.2 ESG投資の概況 

 SDGs の実現に向けて最も重要なアクターの一つが民間セクターである。開発途上国への資金の

インフローは、すでに政府開発援助（ODA: Official Development Assistance）の規模を、海外直接

投資(FDI: Foreign Direct Investment)が上回っている。 

 

 
 

図 1 開発途上国に対する資金インフローの内訳2 
 

 
1 蟹江憲史,『SDGs（持続可能な開発目標）の特徴と意義』  

https://www.jstage.jst.go.jp/article/tits/23/1/23_1_8/_pdf/-char/ja 
2 国連, ”Development Issues No. 10: International financial flows and external debt” 
https://www.un.org/development/desa/dpad/publication/development-issues-no-10-international-financial-flows-and-
external-debt/ 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/tits/23/1/23_1_8/_pdf/-char/ja
https://www.un.org/development/desa/dpad/publication/development-issues-no-10-international-financial-flows-and-external-debt/
https://www.un.org/development/desa/dpad/publication/development-issues-no-10-international-financial-flows-and-external-debt/
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 さらに SDGs は途上国のみならず、先進国を含む地球上のすべてのステークホルダーが達成する

べきものであることに鑑みれば、民間セクターの力を SDGs 実現に向けてプラスの方向に働かせるこ

とは重要な課題である。 

 こうした背景を踏まえ、国連は 2006 年に責任投資原則（PRI: Principles for Responsible Investment）

を提唱し、機関投資家に対して環境（E）、社会（S）、企業統治（G）の視点を投資プロセスに組み入

れるよう訴えた。 

 
表 1 PRIの 6つの原則3 

 
No 原則 行動例 

1 私たちは投資分

析と意志決定の

プロセスに ESG 

の課題を組み込

みます 

- 投資方針ステートメントで ESG 課題に取り入れる 

- ESG 関連ツール、測定基準、分析の開発を支援する 

- 投資マネージャーの ESG 問題組み込み能力を評価する 

- 投資サービス・プロバイダー（金融アナリスト、コンサルタント、ブローカー、

調査会社、格付け会社等）に対し、進化する調査・分析に ESG 要因を組み

込むように依頼する 

2 私たちは活動的

な所有者になり、 

所有方針と所有

習慣に ESG 問題

を組み入れます 

- 本方針に沿ったアクティブ・オーナーシップ方針を策定・開示する 

- 議決権を行使し、（外部委託の場合は）議決権行使方針の遵守を監視する 

- エンゲージメント能力を（直接または外部委託により）開発する 

- 方針、規制の策定、標準設定（株主の権利の促進・ 保護等）に参加する 

- 長期的な ESG の考慮に沿った株主決議を提出する 

3 私たちは、投資

対象の主体に対

して ESG の課題 

について適切な

開示を求めます 

- ESG 問題に関して標準化された報告を求める 

- 年次会計報告書に ESG 問題を組み込むように求める 

- 関連する基準、標準、行動規範または国際イニシアティブ（国連グローバ

ル・コンパクトなど）の採用または遵守に関する情報を企業に求める 

- ESG の開示を促進する株主のイニシアティブや決議を支援する 

4 私たちは、資産

運用業界におい

て本原則が受け

入れられ、実行

に移されるように

働きかけを行い

ます 

- 提案依頼書（RFP）に本原則に関連する要件を含める 

- 投資マンデート、監視手順、パフォーマンス指標、 インセンティブ体制を適

宜調整する 

- ESG の期待事項を投資サービス・プロバイダーに伝える 

- ESG 期待事項を満たしていないサービス・プロバイダーとの関係を見直す 

5 私たちは、本原

則を実行する際

の効果を高める 

ために、協働しま

す 

- ネットワークやツール、ガイダンス資料、投資家のリポーティングなどを学習

のリソースとして活用できる共有の情報プラットフォームへの参画あるいは

サポートを行う 

- 新たに発生する問題に対して協働して対処する 

- 適切な協働イニシアティブを開発し、または支援する 

6 私たちは、本原

則の実行に関す

る活動状況や 進

捗状況に関して

報告します 

- 投資慣行内で ESG 問題がどのように統合されているかを開示する 

- アクティブ・オーナーシップ活動（議決権行使、エンゲージメント、方針対話）

を開示する 

- ESG 問題および本原則について受益者とコミュニケーションを取る 

- コンプライ・オア・エクスプレイン（遵守を求め、不遵守 の場合はその理由の

説明を求める）アプローチにより、本原則に関する進捗・達成を報告する 

 

 
3 UNEP FI, 『責任投資原則』 https://www.unpri.org/download?ac=10971 

https://www.unpri.org/download?ac=10971
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 2008年に発生したリーマンショック及び資本市場の混乱が、短期的な利益追求だけを行うことへの

マイナス面を社会に印象付けたこともあり、ESG 投資への関心はグローバルに高まっていった。 

 下図に示す通り、PRI 署名機関の数は着実に増加している。 

 

 
 

図 2 PFI署名投資家数及び総運用金額の推移4 
 

 PRI を主導している世界環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI: United Nations Environment 

Programme Finance Initiative）は、2012 年に保険版の PRI といえる「持続可能な保険原則（PSI: 

Principles for Sustainable Insurance）」5、2019 年には銀行版の PRI に相当する「責任銀行原則（PRB: 

Principles for Responsible Banking）」6を発表し、それぞれ保険会社や銀行の署名を進めている。こ

のように、ESG 投資の推進に向けた機運は高まりつつある。 

 こうした動きが署名のみに終わって実効性のないものになってしまわないかは注視が必要な点で

はあるが、多くの機関投資家が実際に ESG を軸とした運用を強化している。およそ 673 兆円の資産

運用残高を持つ、世界最大の資産運用会社である米ブラックロック社は、2020 年に ESG 投資の強

化を表明し、2021 年にさらにその方針をアップグレードした7。この方針には、以下のような方針が含

まれる。 

 

表 2 米ブラックロック社の ESG投資強化方針8 

 

2020年のレターで表明された主な方針 2021年のレターで表明された主な方針 

サステナビリティ関連の情報開示等において十分

な進展を示せない企業に対して、反対票を投じるこ

とを積極的に検討する。 

企業に対して、カーボン・ニュートラルの経済と自ら

のビジネスモデルをどのように両立させていくかに

ついての計画の開示を求める。 

 
4 PRI, https://www.unpri.org/pri/about-the-pri 
5 UNEP FI, 『持続可能な保険原則』  

https://www.unepfi.org/psi/wp-content/uploads/2012/06/PSI-document_Japanese.pdf 
6 UNEP FI, 『責任投資原則』  

https://www.unepfi.org/wordpress/wp-content/uploads/2018/12/Principles-for-Responsible-Banking-日本語仮訳）.pdf 
7 ブラックロック社の運用資産残高（5.97 兆米ドル）は日本の GDP（4.88 兆米ドル）を上回っている。 
8 金融庁, 『ESG 要素を含む中長期的な持続可能性（サステナビリティ）について』 https://www.fsa.go.jp/singi/follow-
up/siryou/20210215/01.pdf 

https://www.unpri.org/pri/about-the-pri
https://www.unepfi.org/psi/wp-content/uploads/2012/06/PSI-document_Japanese.pdf
https://www.unepfi.org/wordpress/wp-content/uploads/2018/12/Principles-for-Responsible-Banking-日本語仮訳）.pdf
https://www.fsa.go.jp/singi/follow-up/siryou/20210215/01.pdf
https://www.fsa.go.jp/singi/follow-up/siryou/20210215/01.pdf
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2020 年半ばまでに売上の 25％以上を石炭から得

ている企業への投資をやめる。 

資産売却の検討を促す警告を含め、重大な気候変

動リスクを有する資産の運用管理について「厳格な

精査モデル」を導入する。 

SASB に従った情報開示と、TCFD の提言に沿った

気候関連リスクの情報開示を行うよう企業に対して

求める。 

上場企業だけでなく、非上場の大規模企業や公社

債の発行体も、気候関連リスクへの対応について

開示すべきである。 

今後数年間に ESG 関連の上場投資信託（ETF：

Exchange-Traded Funds）の数を倍増して 150本

にする。 

カーボン・ニュートラルの方向に沿った投資商品を

販売する。 

既存の ETF 投資家に対し、新たなシステムを利用

し、化石燃料関連企業等への投資を避ける投資技

術を導入予定。 

自社が販売している株式・債券ファンドについて、

データが入手可能な範囲で、気温に連動した指標

を公表する。 

 

 ESG 投資商品の種類にも広がりが見られる。従来の投資対象は、上場株式などの伝統的な金融

資産が中心だったが、近年では、グリーンボンドなどのいわゆる SDGs 債、SDGs リンク債や、未公開

株式等にも広がっている。 

 これらの ESG 投資がパフォーマンスに結びついているかという点についての研究も進んでいる。

ESG 投資と企業財務パフォーマンス（CFP: Corporate Financial Performance）の関係を調べる実証

研究の数は以下の通り、増加していると推計されている。 

 
図 3 ESG 及び企業財務パフォーマンスの関係を調査する研究の数（推計値）9 

 

 こうした研究の例として、独ハンブルク大学とドイチェ・アセット・マネジメントによる調査では、1970

年代以降に公表された 2,250 以上の ESG 投資に関する研究結果を総合的に分析した結果、研究

事例の 62.6％において、ESG と企業財務パフォーマンスの間にポジティブな相関関係があったこと

が報告されている。地域別には、北米（42.7％）及び新興国（71.4％）において相関が高く、欧州先

進国（26.1％）では相関が低かったとされる10。 

 
9 G, Friede, et al., “ESG and financial performance: aggregated evidence from more than 2000 empirical studies ” 
https://www.tandfonline.com/doi/pdf/10.1080/20430795.2015.1118917?source=post_page 
10 国土交通省不動産・建設経済局, 『ESG 投資の動向について』 https://www.mlit.go.jp/common/001424385.pdf 

https://www.tandfonline.com/doi/pdf/10.1080/20430795.2015.1118917?source=post_page
https://www.mlit.go.jp/common/001424385.pdf
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 また 1970 年以降に発表された、ESG 要素と企業業績に関する 2,000 本以上の実証研究サーベイ

をもとにメタ分析を行なった研究では、下図に示す通り、ESG と企業財務パフォーマンスの間にはポ

ジティブな相関が見られる割合が高かった。 

 

 
 

図 4 ESG 要素と企業業績の相関を示す実証研究の比率11 

 

2.3 インパクト投資の登場 

 こうして ESG 投資が一躍、主流化しつつある動きの中、ESG 投資の枠を広げて、さらに広く深く社

会的インパクトを実現しようとする動きとしてインパクト投資がある。ESG 投資は従来の事業活動の軌

道を、より社会や環境と調和するものへと変えていくためのイニシアティブとして始まったが、インパク

ト投資は、さらにこれを一歩進めて「社会へのポジティブなインパクトの創出を狙う」事業を後押しす

ることを目指すものである。 

 ESG 投資とインパクト投資の線引きは明確に確立されたものがあるわけではないが、グローバル・

インパクト投資ネットワーク（GIIN）は、インパクト投資を「財務的なリターンと並行して、ポジティブで

測定可能な社会的・環境的インパクトを生み出すことを意図して行われる投資」としている。このよう

にインパクト創出の「意図」に着目するのがインパクト投資の特徴である。 

 以下は GSG 国内諮問委員会による「インパクト投資拡大に向けた提言書」において用いられた図

であり、インパクトを投資判断の第三の軸とするべきことを提言している12。 

 

 

 
11 G, Friede, et al., “ESG and financial performance: aggregated evidence from more than 2000 empirical studies ” 

https://www.tandfonline.com/doi/pdf/10.1080/20430795.2015.1118917?source=post_page を元に基軸コンサルティング

株式会社が作成 
12 GSG 国内諮問委員会は The Global Steering Group for Impact Investment(GSG)の日本における活動主体 

https://www.tandfonline.com/doi/pdf/10.1080/20430795.2015.1118917?source=post_page
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図 5 インパクト投資における投資判断の軸13 

 

 我が国においては環境省が議論を主導する役割を発揮し、2020 年 7 月に「インパクトファイナンス

の基本的考え方」を発表した。同資料においてインパクト・ファイナンスを「従来の ESG 投融資と比

較すると、明確にインパクトを意図する点及びインパクトの測定を行う点がその特徴である。こうしたイ

ンパクト重視の観点から、インパクト・ファイナンスは ESG インテグレーションや、サステナビリティ・テ

ーマ型投資の実践を深めようとする ESG 投融資の発展形として考えることができる」と位置付けてい

る。 

 インパクト投資においても、投資としての市場競争力と、インパクト創出の大きさのどちらに重点を

置くかで、投資のあり方にも多様な種類がある。投資としての市場競争力を十分に確保しながらイン

パクトの創出を目指すあり方を特にインパクト・ファイナンスと呼ぶ。 

  

 
図 6 インパクト・ファイナンスの位置付け14 

 
13 GSG 国内諮問委員会, 『インパクト投資拡大に向けた提言書 2019』 https://impactinvestment.jp/user/media/resources-

pdf/impact_investment_report_2019.pdf 
14 環境省, 『インパクト・ファイナンスの基本的考え方』 https://www.env.go.jp/press/files/jp/114284.pdf より引用。但し元の

表は Bridges Fund Management (2015). The Bridges Spectrum of Capital, p.3. を基に環境省・CSR デザイン環境投資顧問

が作成したものと注記されている。 

https://impactinvestment.jp/user/media/resources-pdf/impact_investment_report_2019.pdf
https://impactinvestment.jp/user/media/resources-pdf/impact_investment_report_2019.pdf
https://www.env.go.jp/press/files/jp/114284.pdf
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 財務的パフォーマンスについては、従来の財務的な指標（財務諸表等）で評価可能であるため、

インパクト・ファイナンスにおいて課題となるのは、非財務的要素である。インパクトの特定及び評価

を適正に行うことができる体制整備が求められている。 

 

 
 

図 7 インパクト・ファイナンスの基本的流れ15 

 

 こうした背景から、インパクトの特定、評価及びそのマネジメントを効果的に行う枠組みを確立する

ことが国際的にも急務の課題となっており、この領域は総称して IMM（Impact Measurement & 

Management）と呼ばれる。 

 IMM の現在の状況と課題については 2.5 において報告することとし、次項では国内の状況を概観

する。 

 

2.4 日本における ESG投資及びインパクト投資 

 日本におけるサステナブル投資への関心は、2015 年に、年金積立金管理運用独立行政法人

（GPIF）が、責任投資原則（PRI： Principles for Responsible Investments）に署名したことを契機とし

て、急速に高まった。日本のサステナブル投資の残高は、およそ 514 兆円（2021 年 3 月末時点）と

なっており、前年比 65.8％増の高い伸びを見せている。 

 

表 3 日本のサステナブル投資残高(単位：百万円)16 

 

 
 

 この増加率は他国に比べても高く、2014 年から 2020 年にかけての日本のサステナブル投資資産

の増加率は年あたり 168％で、世界で最も伸びている。 

 
15 同上。 
16 日本サステナブル投資フォーラム,『サステナブル投資残高アンケート 2021 調査結果』 

https://japansif.com/wp-content/uploads/2021/11/JSIF投資残高調査 2021-1.pdf 

https://japansif.com/wp-content/uploads/2021/11/JSIF投資残高調査2021-1.pdf
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図 8 地域別サステナブル投資資産の成長率 2014-2020（現地通貨）17 

 

 これらの統計にはサステナブル投資が全て含まれていることには注意を要する。実際にはサステ

ナブル投資という傘の下に、多くの手法が含まれており、手法別に、投資金額には大きな違いがあ

る。 

 GSIA のサステナブル投資の統計に用いられる手法の区分には以下のものがある。 

 
表 4 サステナブル投資手法一覧 

 

用語 概要 

インパクト/コミュニティー投

資 

社会問題、環境問題の解決などのインパクト創出を目的とした投資を行う 

ポジティブ/ベストインクラ

ス・スクリーニング 

各セクター内で ESGレーティングが高評価の企業でポートフォリオを構築す

る 

サステナビリティ・テーマ型

投資 

特定のテーマ（クリーンエネルギー、女性活躍等）を投資対象とする 

国際規範に基づくスクリー

ニング 

国際的な規範に違反した企業をポートフォリオから除外する 

エンゲージメント・議決権行

使 

議決権行使や協議などの関与を通じて、企業に ESG の課題に関する改善

を促す 

ネガティブ/除外スクリーニ

ング 

外形的基準で特定のセクターや個別企業をポートフォリオから除外する（石

炭、アルコール、タバコ等） 

ESGインテグレーション 投資プロセスに ESG要素を組み入れて投資判断を行う 

 

 これらの手法別に投資残高を集計すると以下の通り、全体の中では ESG インテグレーションが多

い。一方、インパクト/コミュニティー投資や、ポジティブ/ベストインクラス・スクリーニング、サステナビ

リティ・テーマ型投資は未だ小規模であり、インパクト投資は（サステナブル投資の領域の中で）未だ

主流になっているとは言い難い。 

  

 
17 GSIA, “Global Sustainable Investment Review 2020” https://japansif.com/wp-content/uploads/2021/07/GSIR2020-slide-

deck-日本語版.pdf 

https://japansif.com/wp-content/uploads/2021/07/GSIR2020-slide-deck-日本語版.pdf
https://japansif.com/wp-content/uploads/2021/07/GSIR2020-slide-deck-日本語版.pdf
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図 9 サステナブル投資戦略の地域別資産額比率 2020（単位：10億米ドル）18 

 

 これらの投資手法別の比率には各国・地域によって明確な特徴がある。 

 

 
 

図 10 サステナブル投資戦略の地域別・資産額比率 202019 

 

 上図からわかる通り、欧州は「国際規範に基づくスクリーニング」及び「ネガティブ/除外スクリーニ

ング」の比率が高い。これは伝統的に、ESG 投資の源流が 1920 年代のキリスト教会の資金運用の

際に、酒・たばこ・ギャンブルなどの宗教上の倫理に反するものを投資対象から外したことが背景に

あると指摘する研究もある20。 

 また米国は「インパクト/コミュニティー投資」、「サステナビリティ・テーマ型投資」及び「ESG インテ

グレーション」の比率が高く、特に前二者は、インパクト創出を狙うことを重視するインパクト・ファイナ

ンス型の投資の投資へのシフトが始まっていることを示唆している。 

 これに対して日本は、「ポジティブ/ベストインクラス・スクリーニング」及び「エンゲージメント・議決権

行使」の比率が高く、特に後者については世界で最も高い比率となっている。一方で、「インパクト/

 
18 同上。 
19 同上。 
20 水口剛,『イギリス機関投資家にみる環境・社会に配慮 した投資行動の研究』 



15 
 

コミュニティー投資」及び「サステナビリティ・テーマ型投資」の比率は低く、未だインパクト創出を初

めから意図して投資を行う姿勢は広まっていないことが示唆される。 

 こうした中、2021 年 11 月、日本の金融機関 21 社は共同で「インパクト志向金融宣言」への署名を

発表した（同年 12 月には 1 社が加わり、署名機関は 22 社となった）。同宣言には GIIN、GSG、JICA

も賛同機関として名を連ねており、署名機関がインパクト測定・マネジメント（ IMM：  Impact 

Measurement and Management）を推進する計画を立て、ベストプラクティスを共有し、IMM の質の向

上やインパクト志向の投融資の量的拡大に向けて協調的な活動を行っていくコミットメントが宣言さ

れている21。 

 このような新たなイニシアティブが生まれつつある一方、インパクト志向の金融を実現するための市

場環境は十分に整備されているとは言い難い状況にある。サステナブル投資全般に関して、日本の

機関投資家が直面する実務上の課題として、以下の 4 点が市場関係者から指摘されている22。1) 

ESG 投資に利用可能な情報が限られている、2) ESG 要素と金銭リターンの関係性に確信が持てな

い、3) 先行きのリスクなどを検討するにあたり、考慮すべき要素（政治・政策、科学技術、気候変動

の影響度など）にかかる不確実性が大きい、4) 最新の科学技術などの専門知識を活用できる体制

を整備する必要がある。これらの点を解決あるいは緩和するため、サステナブル投資やインパクト投

資を可能にするための環境を整備することが急務となっている。 

 下図は、経済産業省が 2019 年の実施した機関投資家向けのアンケート調査の中で、「ESG を投

資判断やエンゲージメントにおいて考慮する上での障害について」という設問に対する投資家の回

答を示したものである。 

 
 

図 11 ESG を投資判断やエンゲージメントにおいて考慮する上での障害について23 

 

 企業の情報開示が不十分であるという指摘と共に、適切な評価方法が未確立であるという回答が

多いことがわかる。このような状況から、これまで国内においては、ESG 投資の評価手法は未確立で

あるとする議論が大勢を占めてきた。しかし、地域間でこれらを比較すると、また違った様相が見え

てくる。 

 下図は同アンケート調査において、同じ設問への回答を地域別に比較したものである。 

 
21 インパクト志向金融宣言 https://www.impact-driven-finance-initiative.com 
22 日本銀行, 『ESG 投資を巡る我が国の機関投資家の動向について』 

https://www.boj.or.jp/research/brp/ron_2020/data/ron200716a.pdf 
23 経済産業省, 『ESG 投資に関する運用機関向けアンケート調査』 
https://www.meti.go.jp/press/2019/12/20191224001/20191224001-1.pdf 

https://www.impact-driven-finance-initiative.com/
https://www.boj.or.jp/research/brp/ron_2020/data/ron200716a.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2019/12/20191224001/20191224001-1.pdf
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図 12 ESG を投資判断やエンゲージメントにおいて考慮する上での障害について（国・地域別比較）24 

 

 上図において明らかなのは、「ESG 投資に係る体制が十分ではない」、「ESG 投資の適切な評価

方法が確立できていない」の 2 点において日本の回答が突出して高く、日本の機関投資家だけが

課題を感じているという事実である。この結果からは、ESG 投資の評価方法の議論及び体制整備に

ついては、欧州や北米において議論が先行している状況に対し、日本が十分に追いつけていない

状況が示唆されている。 

 

 

2.5 インパクト評価に関する状況及び課題 

 従来のビジネスにおいて ESG 要素を考慮するという ESG 投資から、一歩踏み込んで、インパクト

創出を狙うことを重視するインパクト投資へと社会全体をシフトさせるためには、そうしたインパクト投

資が可能になる市場のエコシステムが整備される必要がある。 

 伝統的に企業が開示するのは財務関連の情報であるのに対して、インパクトは非財務情報である

ため、企業側にとっては、従来には想定されていなかった情報開示が求められることになる。 

 しかしこの点について、何を、どのように、どの程度まで開示すれば良いのかという点について、国

際的な議論は進展しているものの、未だクリアに視界が晴れている状況とは言い難い。以下ではま

ず、インパクト投資家が投資対象としているインパクトを概観した上で、その評価に係る状況を議論

する。 

 下図に示すのはインパクト投資家が狙いとしているインパクトの種別である。社会、環境、その両方、

を選択肢としたところ、純粋に環境のみを対象とするものは 6％に過ぎないという結果となっている。 

 

 
24 同上。 
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図 13 インパクト投資家が狙いとしているインパクトの種別（環境/社会）25 

 

 同様の調査について、SDGs の目標別に行われた結果が下図に示されている。インパクト投資家

が狙いとしているインパクトを目標別に見ると「8 働きがいも経済成長も」が最も多く、「海の豊かさを

守ろう」及び「平和と公正をすべての人に」が低いことがわかる。 

 

 
 

図 14 インパクト投資家が狙いとしているインパクトの種別（SDGs 目標別）26 

 

 
25 GIIN, “2020 Annual Impact Investor Survey”  
https://thegiin.org/assets/GIIN%20Annual%20Impact%20Investor%20Survey%202020.pdf 
26 同上。 

https://thegiin.org/assets/GIIN%20Annual%20Impact%20Investor%20Survey%202020.pdf
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 これらの狙いを持っているインパクト投資家が、どのようにしてそのインパクトを測定・管理している

かということが現状の課題である。喫緊に有効な体制を整えなければ、グリーン・ウォッシュや SDG ウ

ォッシュが多発するような状況を招くリスクがある。 

 この点、GIIN の年次サーベイ（2019 年版）によれば、投資家がインパクト評価に用いている情報は

以下の通りである。 

 

 
 

図 15環境・社会インパクトパフォーマンスの評価手法27 

 

 このように、依然として定性的情報あるいは定量的指標に基づいて、独自の評価を行っている例

が多数派を占めており、外部の指標を使っているケースは半数以下に留まっている。 

 実際に、海外の投資家たちが使い始めている評価手法を示す調査結果が下図である。 

 

 
 

図 16 インパクト投資にかかるツール、フレームワーク、システム等の活用状況28 

 

 
27 CSRデザイン環境投資顧問, 『国際的なインパクト評価手法の解説と日本・ローカルにおける適用可能性』 

https://pfa21.jp/wp2018/wp-content/uploads/201218tanabe.pdf において同社が和訳を付した図を本レポートに引用して

いる。 
28 GIIN, “2020 Annual Impact Investor Survey”  
https://thegiin.org/assets/GIIN%20Annual%20Impact%20Investor%20Survey%202020.pdf 

https://pfa21.jp/wp2018/wp-content/uploads/201218tanabe.pdf
https://thegiin.org/assets/GIIN%20Annual%20Impact%20Investor%20Survey%202020.pdf
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 すでに述べた通り、全体の中で見れば未だ独自のフレームワークに基づいて評価を行っている投

資機関も多いが、徐々に共通のツールが登場し始めている状況がわかる。ただし、こうした評価手

法が徐々に認知度を高め、受容されつつあるということと、そこに課題がないということは決してイコ

ールではないことには留意する必要がある。 

 例えば、フランスの大企業が、主要な ESG 格付機関 8 先を評価したアンケート調査からは、企業

側が、格付機関によるスコアリングに必ずしも満足していない状況が明らかになっている。下図は

2018 年に実施された調査であり、フランスの大企業 120 社の ESG 格付機関への満足度に関する回

答結果を示している。 

 

 
 

図 17 ESG 格付機関への企業側の評価29 

 

 この調査では、特に「評価の方法」 に満足していないことが明らかになっている。企業側や専門

家によるコメントとしては「評価内容のフィードバックを受けていない」、「同一企業に対する ESG スコ

アが格付機関によって大きく異なる」、「企業規模、地域、産業によってバイアスがある」、「スコアの

更新頻度が低いため速報性が低下する」などがある。 

 これは一例であるが、ESG の格付に満足していない企業がいるのと同様に、既存のインパクト評価

ツールについても、それが広く用いられるようになっているにせよ、企業が効果的なものとして満足し

ているかは別の問題であることには留意を要する。 

  

 
29 日本銀行, 『ESG 投資を巡る我が国の機関投資家の動向について』 

https://www.boj.or.jp/research/brp/ron_2020/data/ron200716a.pdf より引用。元の調査は Medef et al. (2019)による。 

https://www.boj.or.jp/research/brp/ron_2020/data/ron200716a.pdf
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2.6 インパクト評価の手法の概況 

 これまでに見たように、社会において ESG 投資は徐々に主流化しつつある一方、インパクト投資は

未だ規模としては小さい。 

 しかし 2020 アジェンダの達成に向けて民間セクターの力を引き出すためには、インパクトの創出を

「狙う」、インパクト投資の重要性は増すばかりである。インパクト投資を主流化するための中核的課

題には、「インパクトをどのように評価するか」という手法の確立と共に、インパクト評価が、ポジティブ

なインパクトを生み出す企業に資金を呼び込み、消費者を惹きつけ、業績を伸ばすことでさらなるイ

ンパクトを狙うというサイクルを実現する「エコシステム」の充実がある。 

 現在は、インパクト・マネジメントのハイレベル原則や規範については議論が進んでいるが、そうし

た原則や規範に現実を動かす力を与えるプラットフォームやツールについては、未だ林立している

状況である。 

 また、企業の側の、インパクト・マネジメントに対するレディネスも多様であり、国際的な議論をいち

早くキャッチアップし、体制を整えている大企業がある一方で、そうした余力のない企業も多い。そう

した中、単に評価手法だけを整えれば良いのではなく、企業のリテラシーを高めるための学習ツー

ルや、ベスト・プラクティスの共有機会なども拡充していくことが求められる。 

 本調査では、こうした視点に基づいて、多様なレベルのツールを調査し、特徴的なものを以下の通

り位置付け、ピックアップした。 

 

 
 

図 18 調査対象手法の位置付け30 

  

 
30 基軸コンサルティング株式会社作成。 

規範・原則

エコシステムの
形成

ガバナンスの支援

1 インパクト・マネジメント規範

2 インパクト・マネジメント運用原則

3 IRIS+

4 インパクト・クラシフィケーション・システム

5 CDPディスクロージャー・プラットフォーム

6 Bインパクト・アセスメント

7 MSCI SDGアライメント・ツール

8 PwC TIMM

9 SDGインパクト基準

10 SDG Compass

11 Impact Lab

12 横浜市SDGs登録・認証制度Y-SDGs

投資家 企業 プロセス 結果

主な利用者 評価の視点
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1) 規範・原則 

 インパクト・マネジメントについては多くのハイレベル原則や、共通言語として用いられている規範

がある。ここでは、多くのインパクト・マネジメントの手法やツールの基礎となっている IMP（Impact 

Management Project）の規範及び、国際金融公社（IFC: International Financial Corporation）が定

めたインパクト・マネジメント運用原則（OPIM）を取り上げる。 

 特に IMP はマルチステークホルダーによるイニシアティブであり、ここで合意された規範は、多くの

アクターが提供する評価ツールの共通言語となっており、重要なフレームワークである。 

 

2) エコシステムの形成 

 ここでは企業や投資家がインパクト・マネジメントを実践する上で用いられているツールを取り上げ

る。ツールの位置付けは多岐に渡るが、サステナブル投資を背景としてインパクト・マネジメントが注

目されている背景から、多くのツールは、企業の評価が比較されたり、投資家によって分析されたり

することを前提として作られている。 

 そこで、企業単体がセルフマネジメントを行うためだけではなく、他のアクターとの関わりを積極的

に視野に入れ、報告や比較を行うことを前提としているツールを取り上げる。いわばインパクト・マネ

ジメントのエコシステムを形成することに資する手法である。 

 IRIS+はグローバル企業によって最も広く用いられている指標セットを提供している。オンラインプラ

ットフォーム上で、企業側がインパクトを狙う領域や戦略目標を選択すると、プリセットされた IRIS+の

コア指標セットの中から、自動で推奨する指標や、その計測方法などが表示される。指標はカスタマ

イズも可能であるため、インパクト・マネジメントに取り組む企業にとっては、熟練した企業から、新た

に取り組みを始める企業まで、間口が広く、使いやすいツールである。IRIS+のコア指標セットは多数

の投資家によって使われているため、この指標を用いてインパクトを測定することで、企業側と投資

家が共通言語を持つことができる。 

 インパクト・クラシフィケーション・システム（ICS）は投資家がポートフォリオの持つインパクトを明らか

にするために用いるツールである。従来であれば、投資ポートフォリオの成果は財務的な指標によっ

てのみ示されることが多かった。しかしサステナブル投資の文脈では、SDGs への貢献度合いや、イ

ンパクトの創出度合いもまた、市場とコミュニケーションするための重要なファクターとなる。ICS は投

資家がポートフォリオの持つ性格を明らかにすることを支援するツールである。 

 CDP ディスクロージャーシステムは、特定の領域について、企業側と投資家側との情報開示の仲

介を行う仕組みである。企業側にとっては、投資家からの問い合わせに個別に回答していたのでは

業務量が膨大になりすぎてしまう。また投資家にとっても、回答を待つ時間はタイムラグとなり、迅速

な投資判断ができない。こうした状況に対し、事前に企業が環境情報を登録し、CDP が投資家から

の要請に応じて開示するのが CDP のシステムである。サステナブル投資のエコシステムを形成する

プラットフォームの代表例と言える。 

 B インパクト・アセスメント（BIA）は、B Lab の提供するオンラインプラットフォームであり、企業が自

らの事業のインパクト・マネジメントを行う過程をワンストップで支援する。一定のスコアを取ると B 

Corps という認証を取得することができ、この認証は一定の信頼度を伴って広く評価されている。 

 MSCI SDG アライメント・ツールは民間によるサービスである。投資家に対して、投資プラットフォー

ム内の企業の事業活動が SDGs の目標に合致しているかどうかを、独自データをもとに評価してレ

ポートを提供している。企業による開示情報だけでは SDG ウォッシュになるのではないかという懸念

を持つ投資家に対して、第三者としての評価を提供している例である。 

 PwC トータル・インパクト・メジャメント＆マネジメント（TIMM）も民間企業によるサービスである。企

業によって活用されるものであり、戦略的判断の結果として、環境、社会、経済、税務の面でどのよう

なインパクトが起こるか、あるいは起こったかを、第三者として評価し、提供するものである。パブリッ

ク・セクターの提供するインパクト・マネジメント・ツールが、ESG や SDGs などの要素を中核に置いて

いるのに対し、民間によるサービスらしく、経済的利益、税務なども多面的に評価している例である。 
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3) ガバナンスの支援 

 最後に、企業が自己統治を行う上での指針や支援となることを目的として開発された手法やツー

ルを取り上げる。これらはインパクト評価というよりはプロセス評価、あるいはプロセスの自己評価・管

理に重点を当てたものである。 

 SDG インパクト基準は国連開発計画（UNDP: United Nations Development Programme）によって

開発された、企業の意思決定基準である。将来的には本基準と連動した認証制度が整備されること

が発表されている。 

 SDG Compass は GRI（Global Reporting Initiative）が主導して開発された、SDGs に沿ったインパ

クト・マネジメントを始める企業のガイドとなるツールである。ガイドラインとともに、多数の指標やツー

ルの検索ツールを備えており、企業にとって、インパクト・マネジメントの入り口として使いやすいもの

になっている。 

 Impact Lab は UNDP によるイニシアティブの一つ、BCtA（Business Call to Action）によって開発さ

れたインパクト・マネジメントのオンラインプラットフォームである。企業が効果的なインパクト測定・管

理の計画を立てられるよう、ステップごとの解説とテンプレートを提供している。 

 最後に取り上げる横浜市 SDGs 登録・認証制度 Y-SDGs は、これまでのグローバルなツールを使

いにくい日本の地方企業、中小企業に対する取り組みの例として、地方創生 SDGs 金融フレームワ

ークの考え方を具体化した仕組みの例である。 

 

 次章において、これらのツールについてまとめる。 

 全体の潮流としては、この分野には手法が未確立であるとされた時期は徐々に脱しつつあり、有

力な考え方やツールが現れつつある。しかしすでに述べたとおり、日本企業がその潮流に十分に追

いついているとは言えず、日本国内での意識の喚起及び、インパクト・マネジメントに関するエコシス

テムの形成が求められていると言える。 
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3. インパクト評価の手法 

3.1 インパクト・マネジメント規範 

3.1.1 開発機関 

 インパクト・マネジメント・プロジェクト（IMP: Impact Management Project）は、インパクトの測定、評

価、報告に関する国際的なコンセンサスを形成することを目的として、2016 年に設立されたイニシア

ティブである31。IMP には、開発分野やインパクト投資に係る主要な国際機関/組織が参加しており、

この分野での規範形成において主導的な役割を果たしてきた。参加機関には、国連開発計画

（UNDP）、国際金融公社（IFC）、経済協力開発機構（OECD）、国連責任投資原則（PRI）、グローバ

ル・レポーティング・イニシアティブ（GRI）、グローバル・インパクト投資ネットワーク（GIIN）などが含ま

れている。 

 活動期間は 5 年であり、2021 年に計画通りに活動が閉じられたが、プロジェクトの活動は 2021 年

11 月に設立された、同略称の IMP（名称は Impact Management Platform）へと発展的に引き継がれ

た。 

3.1.2 特徴 

 IMP はインパクト・マネジメントに関する国際的な議論の場として機能しており、各手法の基礎とな

る規範、考え方の確立において大きな役割を果たしてきた。IMP で議論された規範は、参加してい

る各ステークホルダーが開発する手法に反映されており、インパクト・マネジメントにかかる共通言語

の一つとして機能している。 

3.1.3 基本デザイン 

項目 説明  

名前  インパクト・マネジメント規範 

開発者  インパクト・マネジメント・プロジェクト（IMP）  

目的 企業や投資家が、人や地球への影響を理解し、マイナスの影響を減らし、プラスの

影響を増やすための共通の論理を提供する。  

評価タイプ インパクト評価の指針 

対象ユーザー  ESG リスクを管理したい企業、投資家及びインパクト・マネジメントのツールやフレ

ームワークの開発者 

リリース 2018年 9月、定期的に更新 

提供方式  ガイドライン 

利用者数 直接的に利用可能なデータはないが、IMP の 5 つのインパクトの次元と「ABC」分

類は、他のプラットフォームにおいて広く用いられており、重要なインパクト評価、

基準、認証の多くに統合されている。  

アウトプット  - 

トレーニング  - 

 

3.1.4 概要 

 インパクト・マネジメントに関わる主体が最初に直面する課題は「何を」「どのような視点で」評価す

ることが、適正なインパクト評価につながるのかということである。具体的には、例えば、ある事業によ

 
31 https://impactmanagementproject.com/ 

https://impactmanagementproject.com/
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る環境へのインパクトを評価する場合、どのような情報を集め、どのように判定すれば良いのかという

ことが最初に決めるべき論点となる。IMP はこの点について、基本となる規範を提供したことで、イン

パクト・マネジメントの手法の進展に大きな影響を与えた。 

 

1) インパクトの 5 側面 

 

 どのような側面でインパクトを評価するべきか、という点について、IMP は「インパクトの 5 側面（Five 

Dimensions of Impact）」を提唱している。 

 
表 5 IMPによるインパクトの 5側面32 

 
インパクトの側面 各側面における問い 

何を（What） ・期間内にどのようなアウトカムが生じるか 

・そのアウトカムはポジティブかネガティブか 

・そのアウトカムは人々あるいは地球にとって重要

か 

誰が（Who） ・誰がそのアウトカムを享受するか 

・その人々はこれまでどれだけ恩恵を受けてこなか

ったか 

どのくらい（How much） ・そのアウトカムはどのくらい生じるか – 規模、深

さ、持続期間 

企業の貢献度合い（Contribution） ・そのアウトカムは（企業の活動がなくとも）いずれ

にせよ生じたか 

リスク（Risk） ・インパクトが期待通りに生じなかった場合、人々や

地球にどのようなリスクが生じるか 

 

 この側面の定義は、インパクトを測定する上で、企業や投資家などのステークホルダーがどのよう

な情報を収集しなければならないかを規定するものであり、後の個別手法のプラットフォーム設計な

どにも大きな影響を与えた。 

 

2) 15 のデータカテゴリー 

 

 IMP はこれら 5 つの側面に関して具体的にどのようなデータを収集するべきであるかをさらに分解

し、基本となる 15 のデータカテゴリーを示している。 

 
表 6 IMPによるインパクト・データカテゴリー33 

 

インパクトの側面 データカテゴリー 概要 

何を（What） 期間中のアウトカムレベル 企業と関わることによりステークホルダーが享受

するアウトカムの度合い。アウトカムはポジティブ

/ネガティブ、意図的/非意図的のいずれも含まれ

る。 

アウトカムの閾値 ステークホルダーがポジティブなアウトカムが生じ

たと評価する度合い（閾値）。この値を下回るもの

はネガティブなアウトカムとみなされる。閾値は国

 
32 IMP ウェブサイト https://impactmanagementproject.com/impact-management/impact-management-norms/#gallery-1 

を元に基軸コンサルティング株式会社が作成 
33 IMP ウェブサイト https://impactmanagementproject.com/impact-management/impact-management-norms/#gallery-2 

を元に基軸コンサルティング株式会社が作成 

https://impactmanagementproject.com/impact-management/impact-management-norms/#gallery-1
https://impactmanagementproject.com/impact-management/impact-management-norms/#gallery-2
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内的/国際的に合意されたスタンダードを元にす

ることもあり得る。 

ステークホルダーにとっての

アウトカムの重要性 

ステークホルダーにとってそのアウトカムが重要

であるかどうか。第三者評価でも良いが、実際に

そのアウトカムを享受しているステークホルダー

がデータを提供することが望ましい。 

SDGsまたはその他のグロー

バル目標 

アウトカムに関連する SDGsまたはその他のグロ

ーバル目標。関連する目標は 2つ以上であり得

る。 

誰が（Who） ステークホルダー アウトカムを享受するステークホルダーの種類。 

地理的な境界 ステークホルダーが社会的/環境的アウトカムを

享受する地理的な範囲。 

ベースラインとなるアウトカム

レベル 

企業に関与する前にステークホルダーが享受し

ていたアウトカムのレベル。 

ステークホルダーの特徴 ステークホルダーの社会的、行動特性的、エコシ

ステム的な特徴。 

どのくらい（How 

much） 

規模 アウトカムを享受する人数。対象が地球であると

きはこの項目は対象外。 

深さ ステークホルダーが経験する変化の度合い。この

度合いは「ベースラインとなるアウトカムレベル」と

「期間中のアウトカム」のギャップを計算すること

で求められる。 

期間 ステークホルダーがアウトカムを享受する期間の

長さ。 

企業の貢献度合い

（Contribution） 

カウンターファクチュアル34の

深さ 

企業の関与がなくとも、いずれにせよ生じたと推

定される変化の度合い。 

カウンターファクチュアルの期

間 

企業の関与がなくとも、そのアウトカムがいずれ

にせよ持続したと推定される期間の長さ。 

リスク（Risk） リスクの種類 人々や地球への、期待されるインパクトを弱体化

させるリスクの種類。 

リスクレベル リスクの度合い。これはリスクの発生確率と、発

生した場合の深刻さを元に求められる。 

 

 上図に示された IMP のデータカテゴリーは包括的であり、IMP はこれら 15 項目の全てについてデ

ータを取得することを推奨している。 

 これらの中には、例えば企業の貢献度合い（Contribution）を測定するためにカウンターファクチュ

アル（Counterfactual）に関するデータの取得を求めるなど、インパクト評価において盲点となりがち

な手法上の瑕疵を事前に防ぐような項目が含まれており、実践的な指針となっている35。 

 

3) インパクト分類 

 

 IMP はさらに、それぞれのインパクトがどのような種類のものであるかを分類するための視点として

インパクト分類(Impact classification)を提唱している。これは創出されるインパクトの種類を ABC で分

類するものであり、それぞれ以下のように定義されている。 

 
34 Counterfactual. インパクト評価において用いられる用語で、関与（Treatment）がなかった場合に起こり得た事象を指す。 
35 例えばインパクト評価のシンプルな手法の一つに Before-After の比較がある。ある関与によって、ある小学校の算数の

点数が、ベースラインとエンドラインを比較して、平均で 3 ポイント伸びた場合、プロジェクトによるインパクトを 3 ポイントと

見積もるのがこの考え方であるが、しかしこの手法では、その関与がなくとも「いずれにせよ」生じたであろう変化を見逃す

ことになる。例えば、当該小学校において学校長が別の関与を内部で推進しており、その結果として、「いずれにせよ」算

数のスコアは 1 ポイント伸びていた（これが Counterfactual に相当する）とすれば、関与の真のインパクトは 2 ポイントとな

る。 
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表 7 インパクト分類36 

 

分類 概要 

Act to avoid harm （害の回避） 人々/地球に対する、重要なネガティブなインパクトを防止/削減する

ために重要な影響を与える  

 

Benefit stakeholders （ステークホ

ルダーへの恩恵） 

害を回避するために行動するだけではなく、人々や地球へのさまざま

なポジティブなアウトカムを創出する 

 

Contribute to solutions （課題解

決への貢献） 

害を回避するために行動するだけではなく、何もしなければ取り残さ

れていたであろう人々や環境への 1つあるいは 2つ以上のポジティブ

なアウトカムに、重要な影響を与える 

 

 

 これらのインパクト分類は、A よりも B、B よりも C の順番でインパクトが大きく、その創出を狙うことが

好ましいと位置付けられている。下図は、IMP による投資家向けガイドにおいて示されている、企業

のインパクト分類の判定フローである。 

 

 
 

図 19 企業のインパクト分類の判定フロー37 

 

 上図からわかるように、害を抑止（Act to avoid harm）するために行動していない企業は、デフォル

トで害を起こす側に回る可能性があるものとして判定される。そして社会へのポジティブなインパクト

創出に向けた企業の積極姿勢が強まるにつれて、ABC の順にインパクトの分類が上がっていくこと

になる。 

  

  

 
36 IMP, “A Guide to Classifying the Impact of an Investment“ https://impactmanagementproject.com/wp-

content/uploads/A-Guide-to-Classifying-the-Impact-of-an-Investment-3.pdf を元に基軸コンサルティング株式会社が作成 

 
37 IMP, “A Guide to Classifying the Impact of an Investment“ https://impactmanagementproject.com/wp-
content/uploads/A-Guide-to-Classifying-the-Impact-of-an-Investment-3.pdf 

https://impactmanagementproject.com/wp-content/uploads/A-Guide-to-Classifying-the-Impact-of-an-Investment-3.pdf
https://impactmanagementproject.com/wp-content/uploads/A-Guide-to-Classifying-the-Impact-of-an-Investment-3.pdf
https://impactmanagementproject.com/wp-content/uploads/A-Guide-to-Classifying-the-Impact-of-an-Investment-3.pdf
https://impactmanagementproject.com/wp-content/uploads/A-Guide-to-Classifying-the-Impact-of-an-Investment-3.pdf
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4) 企業内で混在するインパクト分類 

 

 ある企業の評価を行うとき、そのインパクトは即座に一種類に決まるわけではない。企業の活動は

多面的であり、多様な事業を行っていたり、あるいは一つの事業であっても、現地の自然環境、社会、

従業員、顧客のそれぞれに対して異なるインパクトを与えていたりするためである。 

 そのため、IMP が提唱する基本的なプロセスは、企業内でステークホルダーに与えているインパク

トを個々に分析した上で、総合的な評価を行うというものである。下図にはその例が示されている。 

 

 
 

図 20 ある企業のインパクトの多面的な判定38 
 

 この例では、企業はステークホルダー別に異なるインパクトを与えているが、 IMP は、C 分類

（Contribute to solutions）の規模や深さによって、総合的な評価は C 分類であり得ると示している。 

 

5)  企業向けの管理ツール 
 

 IMP は、ゼロから影響度の測定を始める企業のために、エクセルのテンプレートを提供している。 

 

 

図 21 IMPによるインパクト・データカテゴリー・テンプレートの画面イメージ（ファイルは脚注）39 

 
38 https://impactmanagementproject.com/impact-management/how-enterprises-manage-impact/#gallery-5 
39 https://29kjwb3armds2g3gi4lq2sx1-wpengine.netdna-ssl.com/wp-content/uploads/191209_IMP_Impact-of-an-

enterprise-template-1.xlsx （ファイルへのダイレクトリンク） 

https://impactmanagementproject.com/impact-management/how-enterprises-manage-impact/#gallery-5
https://29kjwb3armds2g3gi4lq2sx1-wpengine.netdna-ssl.com/wp-content/uploads/191209_IMP_Impact-of-an-enterprise-template-1.xlsx
https://29kjwb3armds2g3gi4lq2sx1-wpengine.netdna-ssl.com/wp-content/uploads/191209_IMP_Impact-of-an-enterprise-template-1.xlsx
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3.2 インパクト・マネジメント運用原則（OPIM） 

3.2.1 開発機関 

 国際金融公社（IFC）は、開発途上国の民間部門を対象にした世界最大のグローバルな開発機関

である40。IFC には 184 カ国が加盟しており、開発途上国の持続的な成長を支援するため、市場投

資家の役割を補完することを目的として投資に参画する。 

 IFC は 2019 年にインパクト・マネジメント運用原則（OPIM: Operating Principles for Impact 

Management）を発表した。この原則は、投資家がインパクト・マネジメント・システムを設計・運用する

際の指針となることを意図して作られている。特にインパクト・マネジメントに関して考慮すべき点を、

投資サイクル全体について、統合的にカバーすることを重視している。 

3.2.2 特徴 

 前項の IMP がインパクト・マネジメントの評価上の視点を示したとすれば、OPIM はその評価を、投

資プロセス上、どのように実践的な運用ステップとして進めるかを示したものである。 

 OPIM は署名制を取っている。37 カ国、150 の機関投資家が署名しており、署名期間の運用資産

総額はおよそ 50 兆円に上る（2021 年 12 月現在）41。 

3.2.3 基本デザイン 

項目  説明  

名前  インパクト・マネジメント運用原則（OPIM） 

開発者  国際金融公社（IFC）  

目的  投資家がインパクト・マネジメント・システムを設計・運用する際の指針となる。  

評価タイプ インパクト評価の指針 

対象ユーザー  機関投資家 

リリース 2018年 

提供方式  原則 

利用者数 37 カ国、150の機関投資家が署名している（2021年 12月現在） 

アウトプット  - 

トレーニング  ウェビナー（Webサイト上で録画を提供） 

3.2.4 概要 

 OPIM はインパクト・マネジメントのステップを、投資家の投資プロセスの観点からまとめたものであ

る。投資ポートフォリオの形成にあたり、当該ポートフォリオのインパクトをどの時点で、どのように考

慮するべきかが、下図のようにまとめられている（なお原則 3 の「マネージャー」とは資産運用管理者

を指す）。 

 

 
40 国連広報センター https://www.unic.or.jp/info/un/unsystem/specialized_agencies/worldbankgroup/ifc/ 
41 OPIM, Singatory & Reporting https://www.impactprinciples.org/signatories-reporting 

https://www.unic.or.jp/info/un/unsystem/specialized_agencies/worldbankgroup/ifc/
https://www.impactprinciples.org/signatories-reporting


29 
 

 
 

図 22 OPIMの 9原則42 
 

 上図の通り、OPIM の 9 原則は投資ポートフォリオを組成・運用し、イグジットするまでの一連のプ

ロセスについての指針である。 

 それぞれの原則についてはさらに下表のように求められる行動が定義されている。 

 
表 8 OPIM の 9原則の説明43 

 
 原則 説明 

1 戦略的なインパクト目標を、投資

戦略に沿って定義すること。  

 

マネジャー(投資運用者)は、持続可能な開発目標(SDGs)、ある

いはその他の幅広く受け入れられて いる目標に沿い、社会また

は環境に対する測定可能なプラスの影響を実現することを目指

して、ポートフォリオまたはファンド・レベルで、戦略的なインパク

ト目標を定義しなければならない。インパクト投資 の意図は必ず

しも投資対象と共有される必要はない。マネジャーは、インパクト

目標を投資戦略に沿ったものとし、そして、インパクト目標がその

ような投資戦略を通じて達成できると信ずるに足る根拠を確保

し、さらに、意図するインパクトの範囲・深度が、投資ポートフォリ

オの規模に応じたものとなるように努めなければならない。  

2 戦略的インパクトは、ポートフォリ

オ単位で管理すること。  

 

マネジャーは、ポートフォリオ単位でインパクトの実現を管理でき

るようなプロセスを導入しなければならない。このプロセスの目的

はポートフォリオ全体のインパクトのパフォーマンスを定義し、モ

ニタリングする ことにあるが、同じポートフォリオ内でも個別の投

資ごとにインパクトが異なる場合がある。このプロセスの 一環と

して、マネジャーは、担当スタッフのインセンティブが、インパクト

の実現度のみならず投資収益と も整合性がとれるように考慮す

べきである。  

 
42 IFC, インパクトを追求する投資:インパクト投資の運用原則 参考和訳 https://www.ifc.org/wps/wcm/connect/fe499630-
792d-434f-8dd2-f5d06da4c1ed/Impact+Investing+Principles_+FINAL.pdf?MOD=AJPERES&CVID=mSUxyEd  
43 同上 
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3 インパクトの実現に対するマネジ

ャーの貢献を明確にすること。  

 

マネジャーは、各投資によるインパクトの実現について、自身の

貢献度を明確にし、信頼に足る記述により、文書化するよう努め

なければならない。インパクトへの貢献は、1つ以上の金融的ま

たは非金融的な手法による貢献の組み合わせを通じて達成され

ることがある。貢献度に関する記述は、明瞭に記載さ れ、可能な

限り、証拠によって裏付けられなければならない。 

4 各投資から予想されるインパクト

を、一貫したアプローチに基づき

評価すること。  

 

マネジャーは、各投資について、それがもたらす具体的かつプラ

スのインパクトの可能性を事前に評価 し、可能であれば定量化

する。この評価は、以下のような基本的な問いへの回答を目的と

した、適切な効果測定の枠組みを用いて行わなければならな

い。(1)意図しているインパクトは何か? (2)意図しているインパクト

の裨益者は誰か? (3)意図しているインパクトはどの程度か? ま

た、マネジャーは、かかる投資から予想されるインパクトの実現

可能性を評価するよう努めなければならない。実現可能性を評

価するにあたり、マネジャーは、予想と実際のインパクトとの乖離

を招きかねない重大なリスク要因を特定しておかなければならな

い。  

マネジャーは、潜在的なインパクトを評価する上で、対象地域に

おいて、対応すべき課題の難易度を評価できるような裏付けを見

出す必要がある。他方、マネジャーは、投資によって得られるイ

ンパクトを さらに拡大できるような機会も見出すべきである。マネ

ジャーの戦略上の意図から見て可能かつ適切であれば、間接的

なインパクトやシステミックなインパクトを検討されるべきである。

評価指標は、可能な限り、業界基準に合致し、ベスト・プラクティ

スに則ったものでなければならない。  

5 各投資がもたらしうる、潜在的な

ネガティブ・インパクトを評価、対

処、モニタリングおよび管理する

こと。  

 

マネジャーは、各投資について、体系的な文書化プロセスの一

環として、環境、社会およびガバナンス (ESG)に係るリスクを特

定し、回避し、回避不能な場合は軽減および管理するように努め

なければならない。適切な場合は、マネジャーは、投資対象に働

きかけ、投資対象が採用している体制、プロセス、基準における

不備を解消するような取り組みを求めなければならない。その

際、業界の国際的なベスト・プラクティスに沿ったアプローチに依

拠するものとする。ポートフォリオ・マネジメントの一環として、マ

ネジャーは、投資対象の ESG に係るリスクとパフォーマンスをモ

ニタリングし、また適切な場合は、投資対象に働きかけ、その不

備や予期せぬ事態に対処しなければならない。  

6 各投資のインパクト実現への進

捗度を、予想に照らしてモニタリ

ングし、それに応じ適切な対策を

取ること。  

 

マネジャーは、(原則 4 で言及した)効果測定の枠組みを用い、各

投資から予想されるインパクトと比較 しつつ、プラスのインパクト

の実現に向けた進捗をモニタリングしなければならない。モニタリ

ングは、パフォーマンスに関するデータを共有するために、投資

対象と事前に定めたプロセスに沿って行うものと する。当該プロ

セスは、可能な限り、データの収集頻度、収集の方法、データの

ソース、収集の責任者、 データの報告方法および報告先を定め

なければならない。モニタリングの結果、投資から意図していた 

インパクトの実現がもはや見込めない場合、マネジャーは、適切

な措置を取るよう努める。また、マネジャーは、効果測定の枠組

みを使用して、投資のアウトカムを把握するよう努めなければな

らない。  

7 インパクトの持続性への影響を

考慮しながら、エグジットを実行

すること。  

 

投資からのエグジットを実行する際には、マネジャーは、誠実に、

かつ受託責任を勘案しつつ、エグジットの時期、ストラクチャーお

よびプロセスが、インパクトの持続可能性に及ぼす影響を考慮し

なければならない。  
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8 投資の意思決定とプロセスをレ

ビューし、文書化し、さらに、実現

したインパクトと得られた知見に

基づいて、改善すること。  

マネジャーは、各投資によるインパクトのパフォーマンスについ

て、レビューし、文書化し、予想されていたインパクトと実際のイ

ンパクト、そして、その他のプラスとマイナスのインパクトとを比較

検証し、これらの検証結果を、運用および戦略的投資に関する

意思決定や管理プロセスの改善に活かさなければならない。  

9 本運用原則との整合状況を開示

するとともに、整合状況につい

て、独立した検証を定  

期的に実施すること。  

マネジャーは、自己のインパクト・マネジメント・システムと本運用

原則との整合状況を、毎年公けに開示する。また、定期的に、整

合状況に関する独立した検証を行い、検証報告書の結果も公け

に開示する。 なお、開示に際しては、受託責任や法規制との兼

ね合いも勘案するものとする。  

 

 これらの中で特に重要な点は、原則 4 において、インパクトを一貫したアプローチに基づき評価す

ることを求めていること、及び原則 8 において、イグジットの際にインパクトの持続性を考慮するべき

ことを示している点にある。投資家はこれらに対応するために、客観的なデータに基づいてインパク

トを実証する必要があり、そのデータ収集を、機関投資家一社で全て完結させることは難しいことか

ら、次項以降に述べるさまざまなデータ・カタログやインデックスなどが現れ、エコシステムを形成し

つつある。 

 

3.3 IRIS+ 

3.3.1 開発機関 

 グローバル・インパクト投資ネットワーク（GIIN: Global Impact Investing Network）は、インパクト投資

の規模と効果を高めることを目的とした非営利団体である44。2009 年に設立された GIIN は、インパク

ト投資に関する知見共有や投資家のネットワークにおいて、グローバルに主導的な役割を果たして

きた。 

 GIIN は IMP を構成する組織の一つでもあり、IMP 規範と関連する手法を提供している。 

3.3.2 特徴 

 IRIS+は、IMM に取り組む企業の支援ツールとして、グローバルに最も広く用いられているウェブ・

プラットフォームである。 

 前身は 2008 年にロックフェラー財団、Acumen、B Lab によって開発された IRIS（Impact Reporting 

and Investment Standards）である。IRIS はサステナブル投資のアウトカムを測定するための「指標の

カタログ」として広く用いられ、事業者と投資家との共通言語として機能してきた。アウトカムを測定し、

比較する際に、投資家や企業の枠を超えて通用する共通の指標があることは重要であり、IRIS はそ

うした「指標のカタログ」として、指標の提供、データの蓄積、比較などを行うことで、サステナブル投

資領域の、透明性、信頼性、比較可能性の向上に貢献してきた。 

 IRIS+は、この成果に基づいた上で、SDGs を含む最新の潮流を組み込んだ上で、指標の選択や

測定・計算、アプローチ選択の支援など行うオンラインツールとして開発されたものである。 

 企業や投資家は IRIS+上で、インパクト・マネジメントの領域設定、インパクト・テーマと戦略アプロ

ーチの選択などを行うことで、自らの事業やポートフォリオのインパクトを測定するために最適な指標

を素早く見つけ出すことができる。また指標の計算方法や、インパクトの評価などについてのグロー

バルに共有されているツールやガイドラインへのリンク、類似のプロジェクトやファンドなどの事例情

報などの関連情報も自動で抽出される。 

 企業や投資家は、これらの情報をもとに、自らの IMM プロセスを立案・推進することができる。現時

点ではウェブ・プラットフォーム上でデータの入力やステークホルダーとの共有が完結するような統

 
44 https://thegiin.org/about/ 
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合型のツールにまでは至っておらず、計画立案時の支援ツールではあるが、GIINは将来的に、ステ

ークホルダーとの共有機能を持たせる方針を明らかにしている。 

 IRIS+は 2019 年に発表され、次第にスタンダードとしての地位を確保しつつある。 

 

3.3.3 基本デザイン 

項目 説明  

名前  IRIS+ 

開発者 グローバル・インパクト投資ネットワーク（GIIN） 

目的 企業の社会的、環境的、財務的パフォーマンスを測定することで、インパ

クト測定を支援し、経営判断に反映させる。 

評価タイプ インパクト評価 

対象ユーザー  企業、投資家  

リリース  2019年 

提供方式 ウェブ・プラットフォーム   

利用者数  10,185の組織によって活用されている（2021年 12月現在） 

アウトプット サステナビリティレポート  

トレーニング  以下の 2種類のトレーニングが提供されている。 

- Impact Measurement and Management (IMM)に関する 2日間の

対面式コース 

- プライベート・エクイティ・インパクト投資ファンドの組成・運営者

を対象とするオンラインの自己学習コース 

 

3.3.4 概要  

 IRIS+はインパクト・マネジメントの支援ツールであり、ウェブ上で自らの事業や投資ポートフォリオに

関連する指標やプロジェクト情報などを効率的に見つけることができる。 

 そのプロセスはゼロベースではなく、基本的にはプリセットされたものから選択するようになっている

ことが大きな特徴である。 

 すなわち、あらかじめ用意された大テーマ（インパクト・カテゴリー）や中テーマ（インパクト・テーマ）

から、自らの事業や投資ポートフォリオに合うものを選択する中で、IRIS+データベースに登録されて

いる指標が推奨セットとして表示されるという方式となっている。これはインパクト・マネジメントにこれ

から取り組む企業にとっても使いやすい構造であるとともに、ユーザー間の指標を共通させ、データ

を取得しやすくするという効果がある。また投資家にとっても共通の指標に基づいたインパクト評価

を行うことができるため、適切な指標が見つかる限りにおいては、全方向にメリットのある仕組みであ

ると言える。 

  

1) インパクト・カテゴリーの選定 

 

 IRIS+における IMM は、創出を狙うインパクトのカテゴリーを選定することから始まる。 

 現在のバージョンでは、SDGs から選択するか、GIIN のインパクト・カテゴリーから選択するかを選

ぶことができる。 

 下図は SDGs の 17 の目標から選択する画面の例である。 
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図 23 IRIS+におけるカテゴリー選択：SDGs の例45 

 

 下図はインパクト・カテゴリーから選択する画面の例である。 

 

 
 

図 24 IRIS+におけるカテゴリー選択：インパクト・カテゴリーの例 
 

 このように二つの入り口があるように見えるが、実際には、SDGs の目標を選択すると、次の画面で

は、選んだ SDGs の目標に関連するインパクト・カテゴリーが表示され、その中からインパクト・カテゴ

リーを選択する仕組みとなっている。つまるところ、IRIS+の指標はインパクト・カテゴリー別に体系づ

けられている仕組みである。 

 
45 https://iris.thegiin.org/plus/add/ 左記リンクは IRIS+ユーザーの操作画面へのものである。以下、IRIS+の操作画面に

関する図（画像）は、このウェブシステム上から引用している。 

https://iris.thegiin.org/plus/add/
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2) インパクト・テーマの選定 

 

 インパクト・カテゴリーを選択すると、中項目に相当するインパクト・テーマを選択する。インパクト・

テーマは、インパクト・カテゴリーをより具体的に分解したものであり、どのような経路でそのカテゴリ

ーに影響を与えようとしているかが定義されたものである。この際は、プリセットされたテーマが表示

され、その中から自社の事業活動に最も近いテーマを選択する流れとなっている。 

 下図は、インパクト・カテゴリーにおいて「Land」を選択した場合に表示されるインパクト・テーマの

例である。 

  

 
 

図 25 IRIS+におけるインパクト・テーマの選択：インパクト・カテゴリーで「Land」を選択した場合の例 
 

 ここではテーマが 3 つ表示されているが、選択したインパクト・カテゴリー次第では、テーマが 1 つ

しか表示されないこともある。  

 IRIS+のテーマ分類法による、インパクト・カテゴリーとインパクト・テーマの一覧は下表の通りである。  

 

表 9 IRIS+におけるインパクト・カテゴリー及びインパクト・テーマの一覧46 

 

No. IRIS+インパクト・カテゴリー IRIS+インパクト・テーマ 

1 農業  フードセキュリティ 

小規模農家の農業 

持続可能な農業 

2 大気 クリーンな空気 

3 生物多様性・生態系  生物多様性・生態系の保全 

4 気候  気候変動の緩和 

気候変動への対応と適応 

5 多様性と包摂 ジェンダーレンズ 

人種の平等 

6 教育  質の高い教育へのアクセス 

7 雇用 質の高い仕事  

8 エネルギー  エネルギーアクセス 

クリーンエネルギー 

 
46 https://s3.amazonaws.com/giin-web-assets/iris/assets/files/iris/2021-05-27_IRIS-FND_Taxonomy-Final-R3.pdf 

https://s3.amazonaws.com/giin-web-assets/iris/assets/files/iris/2021-05-27_IRIS-FND_Taxonomy-Final-R3.pdf
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エネルギー効率 

9 金融サービス  金融包摂 

10 健康 質の高いヘルスケアへのアクセス 

栄養 

11 インフラ  強靭なインフラ 

12 土地 天然資源保護 

持続可能な土地管理  

持続可能な林業 

13 海洋と沿岸域 海洋資源の保全と管理 

14 汚染  公害防止 

15 不動産 アフォーダブル・クオリティー・ハウジング 

グリーンビルディング 

16 廃棄物  廃棄物処理 

17 水  水・衛生・トイレ 

持続可能な水管理 

 

 

3) 戦略目標の選定 

 

 インパクト・テーマ（中項目）を選択すると、そのテーマに関連する戦略目標（小項目）の候補が選

択肢として表示される。この戦略目標を選択するまでが、企業や投資家が行う初期設定となる。 

 下図は、インパクト・テーマとして「Natural Resources Conservation」を選択した場合に候補として表

示される戦略目標を示している。 

 

 
 
図 26 IRIS+における戦略目標の選択：インパクト・テーマで「Natural Resources Conservation」を選択した場合の例 

 

 ここまで見てきたように、IRIS+では、インパクト・マネジメントを行おうとする企業や投資家が、プリセ

ットされた選択肢の中から自らの事業や投資ポートフォリオの狙いに合うものを選択していくことにな

る。結果として、ある程度の自律性と自由度を保ちながらも、全体としては一定の共通した枠組みを

維持することで、データの比較やビッグデータの分析などが可能になっていることが IRIS+の大きな

特徴である。 
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4) コア・メトリックス・セットの表示 

 

 ここまでの初期設定を終えると、選択した戦略目標の達成状況を図るためのアウトカム指標として

IRIS+が推奨する例がセットで表示される。この指標はコア・メトリックス・セットと呼ばれる。指標は IMP

の 5 側面（What, Who, How much, Contribution, Risk）に準拠して、全ての側面をカバーするように

複数が表示される。 

 下図は How much の側面について表示されている指標群の例である（IRIS DATA NEEDED と書

かれている中央下段に表示されているのが IRIS+の指標群）。 

 

 
 

図 27 IRIS+におけるコア・メトリックス・セットの例 
 

 このセットには、指標の内容、その指標が重要である理由、関連する指標、データを取得/計算す

るためのステップ・バイ・ステップのガイドが含まれている。 

 

 
 

図 28 IRIS+におけるコア・メトリックス・セットの例（解説付き）47 

 
47 https://s3.amazonaws.com/giin-web-assets/iris/assets/files/guidance/20190507-IRIS-FND-
Core%20Metrics%20Sets_r8.pdf 

https://s3.amazonaws.com/giin-web-assets/iris/assets/files/guidance/20190507-IRIS-FND-Core%20Metrics%20Sets_r8.pdf
https://s3.amazonaws.com/giin-web-assets/iris/assets/files/guidance/20190507-IRIS-FND-Core%20Metrics%20Sets_r8.pdf
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 ユーザー企業はこれらの例を参考にして指標を設定し、データを取得するための評価計画を策定

する。事業実施中にはこれらの指標についてモニタリングを行い、最終的には IRIS+の指標に準拠

した形でインパクト・レポートを作成することができる。 

 IRIS+は SDGs との関連性について、2019 年 5 月に「IRIS+ and the SDGs」という文書を発表し、

IRIS+の用いる指標の 81％は SDGs のターゲットと関連していることを報告している48。その上で、

SDGs で設定された目標に向けて、企業や投資家が共通の方法で進捗を測定、管理、追跡する方

法が依然として不明であることを指摘し、IRIS+の果たす役割の重要性を強調している。  

3.3.1 活用例 

 途上国の貧困削減と環境保全を両輪とするインパクト投資に取り組む投資顧問会社、アルファ・ム

ンディ・グループ（Alpha Mundi Group）は、サブサハラ・アフリカ及びラテンアメリカにおいて 2 つの

ジェンダー・レンズ・インパクト・ファンドを運営している49。 

 同社はインパクト測定・管理のツールとして IRIS+を活用しており、デューデリジェンス、継続的なモ

ニタリング・管理を含む、投資のライフサイクル全般にわたって IRIS+の指標を用いている。 

 同社のデューデリジェンスでは、財務的リターン、社会的インパクト、環境的インパクトの 3 つの視

点に基づいてビジネスモデルを評価する。インパクト評価においては、可能な限り、既存の投資先と

整合するような指標選択が目指される。この際に、IRIS+のコア・メトリックス・セットが共通言語として

役に立つことになる。 

 同社が投資を決定した際には、最終的に投資文書が完成する前に、企業がインパクト評価に用い

る具体的な指標と IRIS+のコア・メトリックス・セットとの整合性を確保する。未経験のセクターに投資

する際には、適切な指標を選択することが課題となるが、IRIS+のウェブ・プラットフォームは、指標選

択の大きな助けとなっている。 

 企業側は、こうして投資時に合意された IRIS+の指標について、四半期ごとにデータを報告するこ

とが義務付けられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
48 https://iris.thegiin.org/document/iris-and-the-sdgs/ 
49 https://s3.amazonaws.com/giin-web-assets/iris/assets/files/iris/2021-05-14-AlphaMundi%20Use%20Case_R5.pdf 

Column アルファ・ムンディ・グループにおける IRIS の活用 

「IRIS+のコア・メトリクス・セットは、限られたリソースでセクターにとらわれない投資を行う私たちのチ

ームにとって貴重なツールとなっています。新規の投資先の指標を特定する際に、テーマ別にどの

ような IRIS 指標を追跡すべきかを理解することは、当社のインパクト測定・管理チームにとって非常

に重要です。現在までに、私たちのチームは、クリーンエネルギー・アクセス、小規模農家、金融包

摂、ジェンダー・レンズのテーマでコア・メトリクス・セットをベンチマークとして活用し、データ収集と

モニタリングの取り組みを改善しています。」 

- アルファムンディ財団 エグゼクティブディレクター クリスティン・ロディ氏 

https://s3.amazonaws.com/giin-web-assets/iris/assets/files/iris/2021-05-14-AlphaMundi%20Use%20Case_R5.pdf
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3.4 インパクト・クラシフィケーション・システム（ICS） 

3.4.2 開発機関 

 インパクト・クラシフィケーション・システム（ICS: Impact Classification System）は、IMP+ACT アライ

アンスによって開発され、GIIN が管理者として運営を担当しているウェブ・プラットフォームである。 

3.4.2 特徴 

 ICS は、投資実務者のための自己評価・報告ツールであり、投資先の持続可能性に関する情報を

集約し、一貫したデジタル報告書のフォーマットにまとめる。 

 すでに 300 以上の投資家に導入されており、GIIN の IRIS+と連携することで、より多くの投資家に

利用されるようになることが期待されている。 

 

3.4.3 基本デザイン  

項目 説明  

名前  インパクト・クラシフィケーション・システム（ICS） 

開発者  IMP+ACT アライアンス/ GIIN 

目的  アセットマネージャーが、投資先の社会的・環境的影響を可視化・報告するためのシス

テムを提供する。  

評価タイプ インパクト評価 

対象ユーザー  投資家  

リリース 2020年 6月 

提供方式 ウェブ・プラットフォーム 

利用者数  これまでに 300以上の機関投資家が導入 

アウトプット クラシフィケーション・ステートメント50 

トレーニング  ウェビナーやデモを提供している。 

 

3.4.4 概要 

 ICS は投資家による情報開示を支援するツールであり、インプット及びアウトプットは、自己評価・報

告を基礎としている。その点で、インパクトの実績を評価するというよりは、投資ポートフォリオがどの

ようなインパクトを目指して組成されているかを明らかにするための分析・伝達ツールと位置付けられ

る。 

 下表は ICS の利用プロセスを示している。 

 投資家は ICS のウェブサイト上で、アカウントを作成する。ポートフォリオごとに、そのポートフォリオ

が IMM を行う目的や、マネジメント体制、ポートフォリオがインパクト評価のために参照しているデー

タ等の情報を入力する。最終的に全ての情報が統合されたクラシフィケーション・ステートメントが発

行されるという流れである。 

  

 
50 https://classify.impactalliance.co.uk/statement/5ebc33873546a40045901c53 

https://classify.impactalliance.co.uk/statement/5ebc33873546a40045901c53
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表 10 ICS におけるクラシフィケーション・プロセス51 
 
No ステップ 概要 

1 プラクティス ポートフォリオの期待するインパクトに影響するプロセスや手続き面に関する

情報を提供する。 

2 パフォーマンス 実際のインパクトを測定するために用いられているデータの種類について詳細

情報を提供する。 

3 原資産のインパク

ト 

利用可能なデータに基づいて、ポートフォリオのインパクトを ABCで判定する。 

4 SDGs ごとのインパ

クト 

ポートフォリオがどのように SDGsに貢献しているかを記述する。 

5 投資家の貢献 ファンドがポートフォリオのインパクト実現を可能にするためにどのような戦略

を採用しているかを示す。 

6 インパクトクラス分

類 

異なるインパクトクラスごとのポートフォリオ配分を示す。 

7 評価 と提携 ファンドの評価や他の組織との提携などの情報を追加する。 

- クラシフィケーショ

ン・ステートメント 

これまでに入力した情報に基づいたクラシフィケーション・ステートメントを発行

する。 

 

 上記のクラシフィケーション・プロセスはやや細分化されすぎているため、ここでは基本的な情報入

力の方法と、アウトプットのイメージを示す。 

 

1) 情報の入力 

 

 投資家はポートフォリオごとに、それがどのような種類のインパクトを狙うものなのかを入力する。 

 データのインプットに際しては、ICS が提供する段階的なガイダンスに沿って、利用可能なデータ

を報告することが求められる52。インパクトの評価に際しては、IMP のインパクトの 5 側面や、ABC の

判定が用いられており、IMP の設定した規範を実務に落とし込むためのツールの一つとなっている。 

 また IMP の規範に加えて、SDGs への貢献度合いも入力する。 

 この際は 17 のグローバル目標のどれにつながっているかというシンプルなタグ付けではなく、下図

の通り、それぞれの SDGs に対して「害の回避（Act to Avoid Harm）」、「ステークホルダーへの恩恵

（Benefit Stakeholders）」、「課題解決への貢献（Contribute Solutions）」のどのレベルを目指している

かを評価する形となっている。 

 

 
51 IMP+ACT Alliance, “Impact Classification System Workflow Documentation (June 2021)” 
https://static1.squarespace.com/static/5e42575cbaddd700b0a14617/t/60dd82dce9af3c5057c1af0b/1625129697188/IMP

%2BACT+Workflow+Documentation+%28IM0006%29+v2.pdf を元に基軸コンサルティング株式会社が作成 
52 https://29kjwb3armds2g3gi4lq2sx1-wpengine.netdna-ssl.com/wp-content/uploads/A-Guide-to-Classifying-
the-Impact-of-an-Investment-3.pdf 

https://static1.squarespace.com/static/5e42575cbaddd700b0a14617/t/60dd82dce9af3c5057c1af0b/1625129697188/IMP%2BACT+Workflow+Documentation+%28IM0006%29+v2.pdf
https://static1.squarespace.com/static/5e42575cbaddd700b0a14617/t/60dd82dce9af3c5057c1af0b/1625129697188/IMP%2BACT+Workflow+Documentation+%28IM0006%29+v2.pdf
https://29kjwb3armds2g3gi4lq2sx1-wpengine.netdna-ssl.com/wp-content/uploads/A-Guide-to-Classifying-the-Impact-of-an-Investment-3.pdf
https://29kjwb3armds2g3gi4lq2sx1-wpengine.netdna-ssl.com/wp-content/uploads/A-Guide-to-Classifying-the-Impact-of-an-Investment-3.pdf
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図 29 ICS におけるインプット画面の例53 

 

 これらの情報入力の際には、実際のインパクト評価に用いた根拠データを入力するわけではなく、

根拠データを各ファンドが取得・検証しているという前提の上で、各ファンドが判断しているインパクト

の狙いを入力する。 

 GIIN は情報取得におけるベスト・プラクティスとして、投資先の企業に下図のようなテンプレートを

配布し報告を求めた上で、取りまとめた事例を紹介している。 

 

 

図 30 ICS における評価の基礎となるデータ収集テンプレートの実践例54 

 
53 IMP+ACT Alliance, “Impact Classification System Workflow Documentation (June 2021)” 
https://static1.squarespace.com/static/5e42575cbaddd700b0a14617/t/60dd82dce9af3c5057c1af0b/1625129697188/IMP
%2BACT+Workflow+Documentation+%28IM0006%29+v2.pdf 
54https://static1.squarespace.com/static/5e42575cbaddd700b0a14617/t/5ef0c630560a724a679611a9/1592837703085/2
00622_I%2BA_EIF+Akina+case+study.pdf 

https://static1.squarespace.com/static/5e42575cbaddd700b0a14617/t/60dd82dce9af3c5057c1af0b/1625129697188/IMP%2BACT+Workflow+Documentation+%28IM0006%29+v2.pdf
https://static1.squarespace.com/static/5e42575cbaddd700b0a14617/t/60dd82dce9af3c5057c1af0b/1625129697188/IMP%2BACT+Workflow+Documentation+%28IM0006%29+v2.pdf
https://static1.squarespace.com/static/5e42575cbaddd700b0a14617/t/5ef0c630560a724a679611a9/1592837703085/200622_I%2BA_EIF+Akina+case+study.pdf
https://static1.squarespace.com/static/5e42575cbaddd700b0a14617/t/5ef0c630560a724a679611a9/1592837703085/200622_I%2BA_EIF+Akina+case+study.pdf
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2) クラシフィケーション・ステートメントの出力 

 

 ICS は報告されたデータをもとにして、当該投資ポートフォリオがどのようなインパクトに、どのような

関わり方を通じて貢献しているかを可視化する。事例を以下に示す。 

 

 

図 31 ICS におけるクラシフィケーションの例55 

 

 上図の場合、縦軸は投資家がインパクトにどのように貢献しているかを、IMP の規範に基づいて示

している。横軸には同様に IMP の規範から、ABC の割合が判定されている。 

 このようなアウトプットを通じて、当該ポートフォリオがインパクトの創出という点でどのような性質のも

のであるかを、共通言語としてアウトプットするのが ICS のクラシフィケーション・レポートである。 

 

  

 
55https://static1.squarespace.com/static/5e42575cbaddd700b0a14617/t/5ef0c630560a724a679611a9/1592837703085/2
00622_I%2BA_EIF+Akina+case+study.pdf 

https://static1.squarespace.com/static/5e42575cbaddd700b0a14617/t/5ef0c630560a724a679611a9/1592837703085/200622_I%2BA_EIF+Akina+case+study.pdf
https://static1.squarespace.com/static/5e42575cbaddd700b0a14617/t/5ef0c630560a724a679611a9/1592837703085/200622_I%2BA_EIF+Akina+case+study.pdf


42 
 

3.5 CDP ディスクロージャー・プラットフォーム 

3.5.1 開発機関 

 CDP Global は、英国を本拠とする非営利組織である。投資家、企業、都市、地域などのステークホ

ルダーが環境への影響を管理するための、グローバルな環境情報開示システムを運営することを業

務内容としている。 

3.5.2 特徴  

 企業が投資家に情報開示を行う際、課題となるのがコミュニケーションコストである。複数の地域で

活動し、それぞれの地域の、あるいは多数のグローバルな投資家からの、インパクト情報に関する照

会に答えなければならないことは、企業にとって大きな負荷となる。 

 CDP は、この課題に対するソリューションを提供している。CDP が提供しているのは企業が環境情

報を開示するためのプラットフォームである。企業側は、企業行動が環境に与えるインパクトを CDP

に報告・登録する。 CDP は投資家や、サプライチェーン上に位置する取引先企業などのステークホ

ルダーからの要請に応じて、必要な情報を開示する。 

 

3.5.3 基本デザイン 

項目 説明  

名前  CDPディスクロージャー・プラットフォーム 

開発者/提供者   CDP  

目的  企業のデータ開示を支援するため。 

評価タイプ インパクト評価 

- 企業は気候変動、森林、水の安全保障の 3つのテーマについて情報を開

示している。 

対象ユーザー  企業、投資家  

発表日  開示サイクルは年 1回 

提供方式 ウェブ・プラットフォーム 

カバレッジ  2020年 

- 世界中の 10,000以上の組織が CDP を通じてデータを開示した。 

2021年 

- 合わせて 110兆米ドル以上の資産を持つ、590社以上の投資家が、6,800

社以上の企業に情報提供を要請している56。 

- 5.5 兆米ドル以上の調達コストを有する 200 社以上の顧客が、15,000 社

以上のサプライヤーに対して情報提供を要請している57。 

アウトプット 各分野（気候変動、森林、水の安全保障）の企業アンケートは、CDP が定めた採

点方法に基づいて評価され、スコアが算出される。 

トレーニング 地域ワークショップと能力開発ウェビナーが開催されており、録画は各地域のウェ

ブサイト、YouTube、Vimeoで視聴できる。  

 

3.5.4 概要  

 CDP を通じてインパクト情報の開示を行っている企業の数は増え続けている。2021 年には 13,000

社を超える企業が CDP プラットフォーム上で開示を行い、開示企業の時価総額はグローバル資本

 
56 https://www.cdp.net/en/companies-discloser/how-to-disclose-as-a-company/investor-requested-companies 
57 https://www.cdp.net/en/supply-chain#c03450b30b09ef54e97db90933dbc055 

https://www.cdp.net/en/companies-discloser/how-to-disclose-as-a-company/investor-requested-companies
https://www.cdp.net/en/supply-chain#c03450b30b09ef54e97db90933dbc055
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市場の 64％を占めるに至った。また米国 S&P500 指数の構成企業のうち 80％が CDP を通じて開示

を行っている58。 

 

 
 

図 32 CDPを通じて情報開示した企業数推移59 

 

1) CDP のプラットフォームの対象領域 

 

 CDP の情報開示プロセスは、気候変動、森林、水の安全保障の三つの分野に分かれており、

SDGs の 17 の目標のうち、特に次の 6 つの目標をカバーしている60。 

- SDG6 「安全な水とトイレを世界中に」 

- SDG7 「エネルギーをみんなに そしてクリーンに」 

- SDG11 「住み続けられるまちづくりを」 

- SDG12 「つくる責任 つかう責任」 

- SDG13 「気候変動に具体的な対策を」 

- SDG15 「陸の豊かさも守ろう」 

 

2) 開示のプロセス 

 

 開示のプロセスには二通りある。 

 第一に、企業側が年次で、CDP のウェブ・プラットフォーム上で情報を登録し、投資家からの開示

要請に応じてそれを公開するプロセスである。CDP 上での情報開示は詳細に渡っており、登録ユー

ザーであれば基本的な開示内容は閲覧することができるが、投資家からはさらに追加の情報開示を

求められることがあり、企業側は要請に応じてそれに対応する。 

 
58 CDP, “Accelerating on Change” https://cdn.cdp.net/cdp-
production/comfy/cms/files/files/000/005/094/original/CDP_STRATEGY_2021-2025.pdf  
59 同上 
60 https://www.cdp.net/en/policy-and-public-affairs/sustainable-development-goals 

https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/094/original/CDP_STRATEGY_2021-2025.pdf
https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/094/original/CDP_STRATEGY_2021-2025.pdf
https://www.cdp.net/en/policy-and-public-affairs/sustainable-development-goals
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 第二に、投資家側から CDP に対して、未だ情報開示されていない企業への情報開示要請を行う

場合である。この場合、CDP から企業側に対して、情報開示が要請される。これに対して開示を拒

んだ場合、あるいは返答をしない場合は、自動的に F 評価として判定される。 

 投資家への回答を求められている企業の一覧はウェブサイト上で確認できる61。 

なお下図は CDP のウェブサイトで公開されている評価結果の一例である。開示要請に対して返答

をしていない企業が F 評価とされている62。 

 

 
 

図 33 CDPによる情報開示の例63 

 

3) 企業による情報開示レポート 

 

 企業は希望する分野について所定のアンケートに答え、回答を登録する。このアンケートは、企業

がステークホルダーに環境情報を提供する際のフレームワークとなるものであり、ガバナンスとポリシ

ー、リスクと機会の管理、環境目標と戦略、シナリオ分析等の項目を網羅している64。一連のプロセス

は CDP のウェブ・プラットフォーム上で行われる。  

 以下は実際の企業による開示用レポートの一部である65。 

 

 
61 https://www.cdp.net/en/companies-discloser/how-to-disclose-as-a-company/investor-requested-
companies 
62 この評価結果は CDP ウェブサイト上で、登録ユーザーでなくとも閲覧できる、公開情報であるため、原文のまま引用して

いる。 
63 https://www.cdp.net/ja/responses?utf8=✓&queries%5Bname%5D=Japan 
64 https://www.cdp.net/en/guidance/guidance-for-companies 
65 このような詳細レポートは、CDP プラットフォームに会員登録することで閲覧することができる。 

https://www.cdp.net/en/companies-discloser/how-to-disclose-as-a-company/investor-requested-companies
https://www.cdp.net/en/companies-discloser/how-to-disclose-as-a-company/investor-requested-companies
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図 34 CDPプラットフォーム上の情報開示レポートの例（ガバナンス） 

 

 上図は気候変動分野のレポートである。左のメニューにある通り、多岐に渡る項目について情報開

示が求められており、図の部分はガバナンス体制についての記述を示している。 

 以下は指標に基づいてデータを入力している部分である。 

 

 
 

図 35 CDPプラットフォーム上の情報開示レポートの例（指標及びデータ） 

  

 指標は分野ごとに標準化されたものが示されるが、追加で独自の指標及びデータを開示すること

もできる。 

 またデータについては、図 36 の通り、検証方法を報告する項目が設定されており、第三者による

検証を行うことが期待されている。 
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図 36 CDPプラットフォーム上の情報開示レポートの例（データの検証） 

 

 

4) 企業による情報開示の支援 

 

 CDP は、情報開示についての経験が十分ではない企業にとっては、IMM をビジネス・プロセスに

組み込むことが容易ではないと認識しており、情報開示についての、いわばビギナーである段階か

ら、好事例となるまでの段階を、「Early」、「Developing」、「Mature」、「Best practice」の四段階に分け

て解説している。 

 

 
 

図 37 CDPの定義する情報開示企業としての成熟の 4段階66 

 

 それぞれのステージごとに、マネジメント上の特徴や直面しがちな課題を解説し、支援ツールとし

てのガイドライン等を提供している。 

  

 
66 https://www.cdp.net/en/guidance/guidance-for-companies/organizational-guide-for-environmental-action 

https://www.cdp.net/en/guidance/guidance-for-companies/organizational-guide-for-environmental-action
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3.5.5 活用例67 

 カリフォルニア州公務員退職年金制度（CalPERS: California Public Employees’ Retirement 

System、以下、カルパース）は、3000 億ドル以上の資産を持つ米国最大の公的年金基金を運営し

ている。カルパースは、国連が提唱する「責任投資原則」の創設署名機関であり、持続可能な投資

におけるリーダーとして広く認知されている。2016 年には、パリ協定の目標が完全に達成される

2046 年を見据えた新たな戦略計画を採択し、地球の持続可能性の確保にコミットしている。 

 CDP のデータは、カルパースのポートフォリオ分析において重要な役割を担っている。カルパース

は、公的な基金を運用する長期投資家として、投資先企業が持続可能性へのリスクに対して適切な

戦略を取っていることを確認することを使命の一つだと考えており、特にポートフォリオ内の企業のカ

ーボン・フットプリントをマッピングし、その逓減の進捗を評価することに力を入れてきた。 

 この課題に対応するため、カルパースは投資先のすべての企業に対して、CDP の「気候変動」と

「水」の使用に関するアンケートに回答するよう求めている。 

 CDP のデータに基づいて分析した結果、カルパースのポートフォリオに含まれる 1 万社のうち、わ

ずか 340 社が排出量の 75％を担っていることが明らかになった。この発見をもとに、カルパースは、

高排出量のグローバル企業の中から 100 社を選び、「システム上重要な炭素排出企業」（SICE）に

分類した。これらの 100 社は、その排出量を通じてより広い範囲の経済にリスクをもたらすため、報

告義務を課すべきであるとカルパースは主張している。これらの排出企業には、基礎資源、化学、

建設・資材、食品・飲料、工業製品・サービス、石油・ガス、旅行・レジャー・公益事業などのセクター

が含まれている。SICE リストによって、カルパースは、これら 100 社の大規模排出企業を優先的に

取り組むべき企業と見なし、関与の焦点を絞り込んだ。 

 現在、カルパースは、他のアセットオーナーと協力し、SICE 企業 100 社を巻き込み、そのうち半数

のカーボン・フットプリントをゼロにすることを目指している。カルパースは、今後数年のうちに、二酸

化炭素排出量の調査を、実物資産などポートフォリオの他の部分にも展開し、最終的にはファンド

全体にも展開する予定である。CDP のデータは、そのために非常に貴重であり、進捗状況を追跡す

るための重要な一部となるだろうという見解を表明している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
67 https://www.cdp.net/en/articles/investor/calpers 

Column カリフォルニア州公務員退職年金制度（カルパース）における CDPの活用 

「企業の長期的な所有者として、気候リスクなどの分野で企業の戦略が私たちと一致していることを

確認することが私たちの役割です。CDP のデータは、これを効率的かつ効果的に行うために非常

に有効です。企業のカーボン・フットプリント（排出量）をマッピングし、この分野での進捗を測定す

ることは、私たちのポートフォリオ分析において重要かつ成長する部分です。何もないところからモ

デルを作ることはできません。私たちは情報を必要としており、CDP のデータは私たちのすべての

分析の基礎となっています。 

 CDP のデータは、企業が自社の排出量を世界的な目標に合わせようと努力しているかどうかを理

解するのに役立ちます。そのため、これらの企業が誓約した炭素排出量削減の総量は、カルパー

スの投資先からの炭素排出量を 6%削減できることが分かっています。」 

 

- カルパース サステナビリティ担当投資ディレクター アン・シンプソン氏 

https://www.cdp.net/en/articles/investor/calpers
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3.6 B インパクト・アセスメント（BIA） 

3.6.1 開発機関  

 B Lab は、2006 年にペンシルバニアで設立された NPO である。ビジネスの力を人々の利益（B 

Lab の B は Benefit を表している）のためになるよう導くことを目的とし、米国、欧州、カナダ、オース

トラリア、ニュージーランドに拠点を持ち活動しており、グローバルな知名度を有する68。 

3.6.2 特徴  

 B インパクト・アセスメント（BIA: B Impact Assessment）は、企業自身が、従業員、地域社会、環境、

顧客への影響を測定するためのツールである。企業はウェブ・プラットフォームで回答を入力し、他

の何千もの企業と回答を比較することができる。 

 一定以上のスコアを取得した場合には、B Lab が独自に運用する「B Corp 認証」の審査を受けるこ

とが可能となる。この認証制度は法的に裏付けられたものではないが、信頼のおける制度として評

価を受けており、ダノン、パタゴニア、ボディショップなどが認証を取得している。 

3.6.3 基本デザイン 

項目 説明  

名前  B インパクト・アセスメント（BIA） 

開発者   B Lab 

目的  ステークホルダーに対する事業の影響を測定するための、標準化されたフレームワ

ークを提供することにより、企業が事業全体の社会・環境パフォーマンスを測定・管

理できるようにする。 

評価タイプ インパクト評価 

- 企業規模、セクター、地域に応じた質問表に基づいた自習用ツールを使っ

て、企業は「ガバナンス」、「働き手」、「地域社会」、「地球環境」、「顧客」、

「情報開示」の 6 つのインパクト・エリアにおける自社のインパクトを自己評

価する。  

- 一定のスコアを取得すると認証への応募に進むことができる。 

対象ユーザー  企業  

リリース バージョン 1.0 の正式発表は 2007 年。約 3 年ごとに新バージョンがリリースされ、

次のバージョンは 2022年 1月にリリース予定。 

提供方式 ウェブ・プラットフォーム  

利用者数 100,000社のユーザーがあり、そのうち 3,500社が認証を取得している。 

- 日本から 7 社（エコリング、ダノンジャパン、ナミダバシ・ラボ、日産通信、フ

リージア、石井造園、シルクウェーブ工業）。 

アウトプット B インパクトレポート  

- 「ガバナンス」、「働き手」、「地域社会」、「地球環境」、「顧客」、「情報開示」

の 6 つのエリアの質問への回答に応じて、200 点満点でスコアが算出され

る。 

- 0-40：良い 40-80：より良い、120-160：優れている、160-200：並外れている 

- 企業は認証のために最低 80ポイントを取得する必要がある。 

トレーニング  B Leaders という半日間のトレーニングプログラムを提供している69。このプログラム

では、受講者は、B コープ認証の考え方及びプロセスを学ぶ。 

 

 
68 https://bcorporation.net/about-b-lab/global-partners 
69 https://bleaders.uk 
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3.6.4 概要  

 B インパクト・アセスメントは、企業が自らのインパクトを多面的に評価・管理するためのウェブ・プラ

ットフォームである。企業はガバナンスの一環としてアセスメントを活用することができ、優れたスコア

を取得した場合には、「B Corp 認証」の取得へと進むことができる。 

 アセスメントはウェブ上で完結するように設計されており、ユーザーはアセスメントの結果をレポート

として出力したり、B Lab のプラットフォーム上で情報公開したりすることができる。ユーザーインター

フェイスも、直感的にわかりやすく、使いやすい統合的な IMM ツールとなっている。  

 

 
 

図 38 B インパクト・アセスメントの画面 
 

 上図は初期登録した直後の B インパクト・アセスメントの画面を示している。ガバナンス、働き手、地

域社会、地球環境、顧客、情報開示の 6 つのインパクト・エリアがあり、それぞれに質問票が準備さ

れている。これらのカテゴリーを選択し、質問に答えることでアセスメントのスコアが算出される。 

 質問票は、前の回答結果に応じてのちの質問項目が変わるインタラクティブな設計になっているた

め、オンライン上で検討し、入力することが推奨されている。 

 ウェブ・プラットフォームの利用は「評価」「比較」「改善」の 3 つのステップで構成されている。 

 

1) 会社のインパクトを評価する  

 

 このステップでは、一連の質問を通して、ガバナンス、働き手、地域社会、地球環境、顧客、情報

開示のエリアにおいて、より良いビジネスを構築するために何が必要なのかを学びながら、自社の現

状を評価する。 

 以下はガバナンスに関する質問の例である。 
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図 39 B インパクト・アセスメントの質問例 

 

 質問は基本的に選択型であり、回答の選択肢を選ぶことでアセスメントが進む。 

 この時点では証拠となるエビデンス等は添付する必要はないが、基準点（おおよそ 80 点が目安）

以上のスコアを取り、B Corps 認証を取得するプロセスに進む場合は、無作為に選ばれた項目につ

いて、裏付けとなるデータを提出することが求められる。 

 その他の質問例は以下の通り。 

 
表 11 B インパクト・アセスメントの質問例（和訳） 

 
インパクト・エリア 質問文 

ガバナンス （質問番号 GV 2.5） 

企業の社会的および環境的目標に関する業績について、経営陣のどの部分が書

面で評価されていますか?   0%, 1-24%, 25-49%, 50-74%, 75% 

働き手 （質問番号 WR 3.6） 

勤続年数の長い労働者（勤続年数とは、勤続年数が 2 年以上であることを意味す

る）に提供される年間の最低休暇日数／病欠日数／個人的な日／祝日は何日で

すか？0～15 営業日、16～20 営業日、21～25 営業日、23～30 営業日、30 営業日

以上 

地域社会 （質問番号 CM4.5） 

経営陣のうち、代表性のない人々の割合はどのくらいですか？(女性／少数民族／

過去に排除された人々、障害者、および／または低所得コミュニティーに住む人々

を含む）。  0%, 1-19%, 20-29%, 30-40%, > 40%.  

地球環境 （質問番号 EN3.3） 

あなたの会社の施設では、昨年何％のエネルギーが節約されましたか？（会社の

売上に対する相対値）0%, 1-4%, 5-9%, 10%以上 わからない  

 
2) 比較する 

 

 B Lab は過去にアセスメントを利用した多数の企業の情報を保有しており、ユーザーはそれらをベ

ンチマークとして活用することができる。このステップでは、ユーザーは、他社との評価を通じて、自

分の会社が他の企業よりも優れている点や、他の企業から学べる点を確認する。 
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図 40 ベンチマーキングとの比較の例  

 

3) 企業のインパクトを高める  

 

 ウェブ・プラットフォーム上では、企業が改善を計画・実行するための、40 以上の詳細なベストプラク

ティス・ガイド、ガイドラインが無料で提供されている。ユーザーは、自分が最も重視するインパクトエ

リアを選び、これらのツールを活用して、改善に取り組むことが推奨されている。  

 

4) B Corps 認証 

 

 B インパクト・アセスメントの完了後、B Lab は企業のスコアを通知し、企業が認証のための 80 ポイ

ントの基準を満たしているかどうかを判断する。必要なスコアを満たしている場合は、企業の代表者

が B Lab のスタッフとオンラインで面談するとともに、アセスメントにおける回答を検証するための機

密書類を提出する。認証を維持するために、B Corps は 3 年ごとにビー・インパクト・アセスメントを更

新する。 

 認証審査を受ける際には、150 ドルの提出料（返金不可）が必要となる。 
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 認証料金は地域によって異なり、例として、米国およびカナダを拠点とする企業の場合、料金は

1,000 ドル（年間売上高 0 ドル～15 万ドル未満）から 50,000 ドル（750MM～999.9MM）となる。10 億

ドルを超える企業の場合、関連コストについては B Lab との協議により決定される。 

 認証プロセスの期間は、企業の規模や複雑さに応じて異なる。企業のスコアを確定するための検

証プロセスには、通常、数週間から数カ月かかり、大規模な多国籍企業や関連企業が多い企業で

は、より長いプロセスが必要となる。 

 現在、70 カ国以上で 3,500 以上の認定 B 企業が存在している。 

 

3.7 MSCI SDG アライメントツール  

3.7.1 開発機関 

 MSCI Inc.は、ニューヨークに本社を置く米国の金融会社であり、グローバルな投資コミュニティー

に向けて株式、債券、ヘッジファンドの株式市場インデックス、マルチアセット・ポートフォリオ分析ツ

ール、ESG 製品などを提供している。MSCI BRICs、MSCI World、MSCI EAFE などの各インデックス

の発行者でもあり、これらのインデックスは日本の金融市場でも広く用いられている。 

 

3.7.2 特徴 

 SDG アライメントツールは、MSCI による投資家向けサービスである。インパクト・ウォッシュを行う企

業に投資しないために、ポートフォリオ内の企業が SDGs の各目標にどの程度沿った事業をしてい

るかを評価する。 

 このフレームワークは、2018 年に OECD と MSCI が共同で作成したディスカッションペーパー

「Institutional Investing for the SDGs」に基づいて構築されている70。  

 

3.7.3 基本デザイン 

項目  説明  

名前  MSCI SDG アライメントツール 

開発者   MSCI Inc.  

目的  投資家が、投資先の SDGsへのインパクトを評価することに貢献する。 

評価タイプ プロセス評価及びインパクト評価 

- 企業のオペレーション、製品・サービス、ポリシー、プラクティスが国連の

SDGs に合致しているかどうか、また各 SDGs への取り組みに対するプラ

ス、マイナスの貢献度を評価する。   

対象ユーザー  投資家 

リリース  2020年 9月 

提供方式 ウェブ・プラットフォーム及び第三者評価  

利用者数 8,600以上の株式・債券発行体をカバー 

アウトプット 17 のグローバル目標のそれぞれについて、SDGs Net Alignment スコアと SDGs 

Net Alignment 評価（Strongly Aligned、Aligned、Neutral、Misaligned、Strongly 

Misaligned を含む）を提供する。 

(製品の整合性とオペレーションの整合性という 2つの次元の評価) 

トレーニング  - 

 

  

 
70 https://www.msci.com/www/research-paper/investing-in-the-sdgs/01192602153 

https://www.msci.com/www/research-paper/investing-in-the-sdgs/01192602153
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3.7.4 概要 

 SDG アライメントのユーザーは機関投資家である。 

 機関投資家はポートフォリオごとに、ポートフォリオの構成企業がどの程度、SDGs の目標に沿った

事業活動を実際に行っているかを分析するニーズがある。これに対して企業側が提出するデータは

自社に有利なものを選別するバイアスが想定される。また第三者の検証を経ていたとしても、伝統的

な指標だけでは十分に SDGs への貢献度合いを評価できない場合もある。 

 MSCI はこれに対して、自社が蓄積した十分な情報に基づいて、グローバル金融市場で投資の対

象となっている主要企業 8,600 社について独自のスコアリングを行っている。この評価には、企業の

事業、製品、サービス、ポリシーおよび実践度合いの分析と、主要な地球規模の課題への取り組み

に対するプラスおよびマイナスの貢献度が含まれている71。 

 評価は公開情報、企業が自己申告した情報、MSCIが保有するナレッジ情報をインプットとして、各

企業が SDGs の 17 のゴールに対してどのようなインパクトを与えているかを、ポジティブな影響、ネ

ガティブな影響の両面から評価する。 

 企業が自己申告した評価や企業へのインタビューに全面的に依存するのではなく、一般に公開さ

れているデータ等を可能な限り収集し、客観的に評価を行うことが強みとされている。 

 下図はこうした評価の一例（ある食品会社の例）である。17 の目標について、当該企業の事業が目

標達成に一致しているかどうかが評価され、主要な根拠が記載されている。 

 

 
 

図 41 SDGs アライメントツールのアウトプット例72 

 

 このアライメントツールで特に重要なのは、一致しない（Misaligned）場合についても評価を行い、

根拠を示している点にある。投資家はポートフォリオ内の個別企業についてこれらの情報を得ること

ができるため、投資家が企業に対して関与する際の材料になる。またポートフォリオ内の個別企業を、

同種のセクターのよりアライメントスコアが高い企業と比較して入れ替えるといった判断も可能になる。 

 以下は SDG アライメントツールがスコアを評価している 8,550 企業（2022 年 1 月時点）の平均値を

示したものである。「7 エネルギーをみんなに そしてクリーンに」、「12 つくる責任 つかう責任」、「13

 
71https://www.msci.com/documents/1296102/20848268/MSCI-SDG-Net-Alignment.pdf/3dd59d08-3de3-
e7e0-7f94-f47b5b93a9ed 
72 https://www.msci.com/our-solutions/esg-investing/impact-solutions 

https://www.msci.com/documents/1296102/20848268/MSCI-SDG-Net-Alignment.pdf/3dd59d08-3de3-e7e0-7f94-f47b5b93a9ed
https://www.msci.com/documents/1296102/20848268/MSCI-SDG-Net-Alignment.pdf/3dd59d08-3de3-e7e0-7f94-f47b5b93a9ed
https://www.msci.com/our-solutions/esg-investing/impact-solutions
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気候変動に具体的な対策を」の 3 つの目標について、特に目標に反する行動をとっている企業が

多いと評価されていることがわかる。 
 

 
 

図 42 アライメントツールがスコアを保有する 8,550社の平均値73 

 

 

 

3.8 PwC トータル・インパクト・メジャメント＆マネジメント（TIMM）  

3.8.1 開発機関  

 プライスウォーターハウスクーパース（PwC: PricewaterhouseCoopers）は世界最大級のプロフェッ

ショナルであり、会計事務所及びコンサルティングファームのビッグ 4 の一角を占めている。 

 

3.8.2 特徴  

 トータル・インパクト・メジャメント＆マネジメント（TIMM: Total Impact Measurement and Management）

は、企業が戦略的な意思決定を行う際に、ステークホルダーや自然環境に与えるさまざまなインパク

トを評価するための包括的な枠組みを提供するために開発されたツールであり、企業からの依頼に

対して、PwC が TIMM のスコアとレポートを返す形で、戦略的意思決定のそれぞれの選択肢ごとに

生じ得るインパクトを評価している。  

  

 
73 https://www.msci.com/insights-gallery/un-sdgs-aligned-with-the-companies 

https://www.msci.com/insights-gallery/un-sdgs-aligned-with-the-companies
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3.8.3 基本デザイン 

項目 説明  

名前  トータル・インパクト・メジャメント＆マネジメント（TIMM）   

開発者 PwC  

目的  ユーザーが自らの活動による社会的、財政的、環境的、経済的な影響について理解

を深めることができるようにする。 

評価タイプ インパクト評価 

対象ユーザー  企業、政府、NGO、アカデミア  

リリース 2015 

提供方式 第三者評価  

利用者数 - 

出力  TIMM レポート  

- 社会的インパクト、環境的インパクト、税務上のインパクト、経済的インパクト

の 4つの側面から、企業活動の価値を評価する。 

トレーニング  - 

 

3.8.4 概要  

 TIMM（Total Impact Measurement and Management）は、企業活動の影響を「社会的インパクト」

「環境的インパクト」「税務上のインパクト」「経済的インパクト」の 4 つの側面から評価する74。 

 
表 12 TIMM が評価する 4つのインパクト 

 
社会的インパクト 健康、教育、地域社会の結束など、企業活動が社会に与える影響を測定し、評

価する。 

環境へのインパクト 空気、土地、水への排出、天然資源の使用など、ビジネスが自然資本に与える

影響を評価する。 

税務上のインパクト 利益、人、生産、財産にかかる税金や環境税など、企業の財政への貢献度を

評価する。 

経済的インパクト 経済成長（生産高または付加価値）とそれに伴う雇用の変化を測定することに

より、企業活動が特定の地域の経済に及ぼす影響を評価する。 

 

 企業は TIMM を用いて、過去の事業によるインパクトを評価することも、未来の戦略オプションごと

に生じ得る潜在的なインパクトを評価することもできる。 

 以下は未来の戦略的判断のために、オプションごとに想定されるインパクトを評価したものである

（アフリカのビール会社の例であり、Option1 は原料となる大麦を輸入する場合、Option2 は国内で

栽培して確保する場合を比較している）。 

 この分析は、入手可能な既存データの分析や、新規データの取得を通じて、PwC のコンサルタン

トによってなされ、企業側に報告される。 

 

 
74https://www.impactforum.eu/wp-content/uploads/2015/01/Impact-Measurement-and-Monetization.pdf 
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図 43 TIMMによる戦略オプションごとのインパクト評価の例75 
 

 環境及び社会という、ESG 投資や SDGs の文脈で強調されがちな面だけではなく、経済的なイン

パクトや税務上のインパクトをカバーして、民間企業が関心を持ちやすい総合性を打ち出している

点に特徴があると言える。 

  

 

 

図 44 導入企業による TIMM の利点の評価76 

 

 上図に見られる通り、TIMM は導入企業から概ね好意的に見られているが、戦略的な意思決定を

支援するだけでなく、ステークホルダーへの説明や、操業に必要なライセンスの維持に必要な説明

責任を果たす材料としても活用されている。 

 

 
75 PwC, “Measuring and managing total impact: A new language for business decisions summarises” 

https://www.pwc.com/gx/en/sustainability/publications/total-impact-measurement-
management/assets/pwc-timm-report.pdf 
76 同上。 

https://www.pwc.com/gx/en/sustainability/publications/total-impact-measurement-management/assets/pwc-timm-report.pdf
https://www.pwc.com/gx/en/sustainability/publications/total-impact-measurement-management/assets/pwc-timm-report.pdf
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3.9  SDG インパクト基準 

3.9.1 開発機関 

 SDG インパクト・イニシアティブは UNDP によって設立された。企業や投資家を含む主要なステー

クホルダーが、SDGs の達成に向けた貢献度を評価するための「基準、ツール、リソース、サービス」

を開発することを目的として活動している。 

 SDG インパクト基準は同イニシアティブが開発した最新の IMM ツールであり、大きな注目を集めて

いる。 

 

3.9.2 特徴  

 SDG インパクト基準は、SDG ビジネスに関わる 3 種類のアクター（企業・事業体、債券発行者、プラ

イベート・エクイティ・ファンド）を対象として、その意思決定プロセスを SDGs と適合させるための指針

として開発された。このスタンダードは、パフォーマンス基準や報告基準ではなく、意思決定基準で

あると位置付けられており、インパクトそのものを測定する手法ではなく、事業プロセスに対する指針

である77。 

 大規模なパブリックコンサルテーションを経て、以下の 3 つの基準が、それぞれ発表された。 

 
表 13 SDG インパクト基準一覧（3種類） 

 
スタンダード  概要  発表年  

プライベート・エクイティ・ファンド向

け SDGインパクト・基準（SDG 

Impact Standards for Private 

Equity Funds） 

プライベート・エクイティ、ベンチャー・キャピタル、およ

びその他の民間市場のファンドが、投資を通じて社会

的および/または環境的に大きなインパクトを与えるこ

とを支援するための、明確なシステムと共通の言語の

概要を示している。 

2020年

10月  

債券発行者向け SDGインパクト

基準（SDG Impact Standards for 

Bonds） 

債券発行者が持続可能な開発に貢献するためのイン

パクト戦略を策定・実施し、そのインパクト戦略を SDG

ボンドプログラムや発行者の組織全体の戦略とリンクさ

せるための内部意思決定の枠組みを提供している。 

2021年 3

月 

企業・事業体向け SDGインパクト

基準（SDG Impact Standards for 

Enterprises） 

企業がインパクト・マネジメントを戦略、経営手法、情報

開示、ガバナンス、意思決定に組み込むための意思決

定フレームワークを定めている。 

2021年 7

月 

 

 ここでは企業・事業体向け SDG インパクト基準を取り上げる。 
 

3.9.3 基本デザイン 

項目 説明  

名前  企業・事業体向け SDGsインパクト基準 

開発者 SDGsインパクト・イニシアティブ 

目的  企業が国連の SDGs 達成に向けた貢献を検証し、インパクト・マネジメントを戦略、

経営手法、情報開示、ガバナンス、意思決定に組み込むことを支援する。 

評価タイプ  プロセス評価 

対象ユーザー  すべての企業 - 規模、地域、セクターを問わず、上場企業、公益企業、民間企業、

非政府組織（NGO）、中小企業（SME）など 

リリース 2021年 7月 

提供方式 ガイドライン（後に認証を提供予定）   

 
77 https://sdgimpact.undp.org/assets/About-the-SDG-Impact-Standards.pdf 

https://sdgimpact.undp.org/assets/About-the-SDG-Impact-Standards.pdf
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利用者数 採用企業の直接的なデータは現時点では入手できない。 

- UNDP によるウェビナー（グローバル）参加者数 1,375 人、コンサルテーシ

ョン質問に対する回答数 89件、企業（20％）、中小企業（15％）、市民社会

組織（15％）、コンサルタント・保証会社（15％）、投資家（10％）など、関心

を集めている。 

アウトプット SDGインパクト基準実践ツールに基づくインパクト・マネジメント 

トレーニング  UNDP は 2021年 9 月、デューク大学フュークワ・スクール・オブ・ビジネスとの提携

により、「SDGs のためのインパクト測定と管理」をテーマにしたオンライントレーニ

ングを開始し、Courseraにおいて無料で提供している78。 

 

3.9.4 概要  

 SDG インパクト基準は、インパクト・マネジメントを行う民間セクターの主体が適切なガバナンスを行

うことを支援するために開発された、意思決定基準である。 

 UNDP 自身は SDG インパクト基準を下図のように位置付けており、事業や投資活動においてイン

パクト創出を目指すハイレベル原則と、実際の事業活動や投資活動のマネジメントを行うツールの

間において、組織体の事業上の意思決定を SDGs に沿ったものにするための共通言語とアプロー

チ提供するものとしている。 

 

 
 

図 45 UNDPによる SDG インパクト基準の位置付け79 

 

 SDG インパクト基準は、債券発行体、企業・事業体、プライベート・エクイティ・ファンドの 3 つを対

象としているが、どのインパクト基準も、戦略、マネジメント・アプローチ、透明性、ガバナンスという 4

つのテーマで構成されている。 

 

 
78 https://coursera.org/learn/impact-for-sdgs 
79 UNDP, 企業・事業体向け SDG インパクト基準 バージョン 1.0 

https://coursera.org/learn/impact-for-sdgs
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図 46 SDG インパクト基準の基本要素80 

 

 これら 4 つのテーマは、基準（Standard）、要素（Components）、実践指標（Practice Indicator）によ

って構成されている。以下は要素レベルまでを示した全体像である。 

 
表 14 事業体向け SDG インパクト基準（基準及び要素） 

 
1. 戦略: 持続可能な開発および SDGs に対する積極的な貢献を組織のパーパスや戦略に組み込み、 意

欲的なインパクト目標を設定している。 

1.1 持続可能な開発および SDGs に対する積極的な貢献を組織のパーパスや戦略に組み込んでいる。 

1.2 組織のパーパスと戦略に沿った意欲的なインパクト目標を設定している。 

 

2. アプローチ(執行・管理): 持続可能な開発および SDGs への貢献を最良の形で果たすために、 インパク

トマネジメントを経営の執行に統合している。 

2.1 組織の戦略とインパクト目標の達成に向け、効果的なプロセスやメカニズムを整備している。 

2.2 組織の製品、サービス、事業運営に関連する重大な正負のインパクトを評価・比較し、インパクト目 

標に沿って最も良い形で、持続可能な開発および SDGs に対し貢献する施策を選択している。 

2.3 進行中のインパクトを体系的にモニタリングおよび管理し、持続可能な開発と SDGs に対する貢献

(予 想外のアウトカムの管理も含む)を最も良い形で行うことを目指している。 

 

3. 透明性: 持続可能な開発と SDGs への積極的な貢献をどのように組織のパーパス、戦略、アプロー チ、

ガバナンスに組み入れているかを開示し、そのパフォーマンスを報告している(少なくとも年一回)。 

 

4. ガバナンス: 持続可能な開発と SDGs に対する積極的な貢献に対するコミットメントを、ガバナンスの 実

践を通して強化している。 

 

  

 上記のそれぞれの要素を分解した下位レベルに、実践指標が定義されている。要素レベルは方

針に近くやや抽象的な表現となっているが、実践指標は行動レベルで、できているかできていない

かを判断しやすい設定の仕方となっている。 

 この実践指標に対して全てポジティブな回答ができるように社内体制を整備していくことが SDG イ

ンパクト基準の基本的な使い方となる。 

 下表には、例として、戦略における要素 1.1 に規定されている実践指標を挙げる。 

 
表 15 事業体向け SDG インパクト基準（要素 1.1の実践指標） 

 
1.1.1 組織の長期的なバリュー(価値)創出への取り組みと、持続可能な開発および SDGs に対する 積

極的な貢献を連動させている。 

1.1.2 その取り組みにおいて、持続可能な開発の課題と SDGs の相互依存性を分析している。 

 
80 同上。 
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1.1.3 「国連ビジネスと人権指導原則(UNGP)」に沿った人権、科学的根拠に基づく目標に沿ったプ ラネ

タリー・バウンダリー(地球の限界)、および「国連グローバル・コンパクト(UNGC)の 10原則」 ならび

に「女性のエンパワーメント原則」など他の責任あるビジネス慣行を尊重する姿勢を持ちながら取

り組みを行っている。 

1.1.4 政府機関、科学団体、地域組織や市民団体などの信頼できる機関から入手したエビデンスや関

連する社会的および科学的データを取得し、組織が事業活動を行っている分野における持続可 

能な開発について理解を深めるために使用している。 

1.1.5 ステークホルダーの巻き込みに関し正式なエンゲージメントプランを策定し、どのようなアウトカム

がステークホルダーにとって重要かを把握するために、ステークホルダーを効果的に特定 しその

計画に巻き込んでいる(軽視されがちなステークホルダーの重視、自国の SDGs の優先 事項とニ

ーズの理解のための政府への関与等を含む)。 

1.1.6 持続可能な開発とステークホルダーにとって重要なアウトカムに基づき、持続可能な開発に関す

る課題のマテリアリティを決定する取り組みを正式に実践している。そして自社がどの分野で最大

の正または負のインパクトを与える可能性があるか(または与えているか)を判断している。 

1.1.7 ビジネスモデル、パートナーシップ、協働を通じ、持続可能な開発と SDGs に対し積極的に貢献す

る機会を追求し、最も適切な形でそれを進めることに努めている(少なくとも負のインパクトの軽減

は必須)。 

1.1.8 持続可能な開発に関連するリスクと機会を組織の正式なリスク管理手法(ステークホルダーの視

点や予想外のアウトカムに対する許容度も考慮)に組み込んでいる。 

1.1.9 組織の戦略の強靱性を検証するため、感応度分析およびシナリオ分析を行っている。 

1.1.10 組織のインパクト目標の達成に向けた包括的戦略の一環として、経営資源(予算、能力、リーダー

シップ)の配分を決定している。 

1.1.11 社内環境や持続可能な開発の状況が変化しても、本来の意義にふさわしいパーパス、戦略、イ 

ンパクト目標を堅持するための正式な取り組みを実施している。 

 

 企業はこれらの指標を見ながら、一つ一つクリアしていくことを目指すこともできるが、UNDP は指

標の達成に結びつく企業行動の、いわばサマリーとも言うべき「12 の行動」を挙げ、企業が求められ

る行動を理解しやすいように整理している。 

 

 

図 47 SDG インパクト基準（実践のための 12の行動） 

  

 以上が SDG インパクト基準の指針の内容である。 
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 これらの行動を実際にマネジメントするツールとして、現時点ではウェブ・プラットフォームなどは提

供されていないが、代わりに Microsoft Excel で作成された管理ツールがダウンロード可能である。 

 

 
 

 図 48 SDG インパクト基準（Microsoft Excelで利用可能な管理ツール） 

  

 将来的には、SDG インパクト基準に対する自己評価は第三者により検証され、認証される制度が

提供される計画となっている。当初は早ければ 2021 年内に提供が開始されるという見通しが述べら

れていたが、現時点（2022 年 1 月）では未だ提供は開始されておらず、制度の詳細は明らかになっ

ていない。ただし、認証は第三者機関に委託して行われることとなっており、日本国内でも複数の審

査機関が関心を示しているとされる81。 

 

3.10 SDG Compass  

3.10.1 開発機関   

 GRI（Global Reporting Initiative）は、独立した国際組織であり、企業やその他の組織がその影響を

伝えるための世界的な共通言語を提供することで、その影響に対して責任を持つことを支援してい

る。GRI は、世界で最も広く使用されているサステナビリティレポートの基準である GRI スタンダード

を提供している。 

 

3.10.2 特徴  

 2016 年初めの SDGs の発効に伴い、GRI（Global Reporting Initiative）、UNGC（United Nations 

Global Compact）、WBCSD（World Business Council for Sustainable Development）は、SDGs に取り

組む企業を支援するために「SDG Compass」を開発した。 

 SDG Compass は、SDGs がビジネスにどのような影響を与えるかを説明し、サステナビリティをビジ

ネス戦略の中心に据え、企業の貢献度を測定・管理するメカニズムを確立するための指針である。 

 

 
81 https://ggpartners.jp/article/000113.html 

https://ggpartners.jp/article/000113.html


62 
 

3.10.3 基本デザイン 

項目 説明  

名前  SDG Compass – SDGsの企業行動指針 

開発者 GRI、UNGC、WBCSD 

目的  企業が SDGs 達成に向けて戦略を調整し、その貢献度を測定・管理することを支援す

る。 

評価タイプ プロセス評価 

対象ユーザー  大規模な多国籍企業を想定して開発されているが、中小企業もインスピレーションの

源として活用し、実践していくことが推奨されている。 

リリース 2015年 9月 

提供方式  ガイドライン  

利用者数  - 

アウトプット 企業自身が作成するサステナビリティレポート  

トレーニング  - 

 

3.10.4 概要  

 SDG Compass は、持続可能な開発に貢献するために、企業がどのように SDGs に合わせて行動

すればよいかを、ステップごとに詳細に説明しているガイドラインである。 

 

 
 

図 49 SDG Compass の構成（5つのステップ）82 

 

 章立ては以下のようになっており、実務者向けの専門的なガイドではなく、SDGs やインパクト・マネ

ジメントに馴染みのない経営者や社員が読み進めながら自社の体制を整備できるようなガイドとなっ

ている。 

 バリューチェーン分析によるインパクト領域の特定や、ロジックモデルの解説など、初めてインパク

ト・マネジメントに携わる企業にもわかりやすい内容となっている。 

 
82 SDG Compass - SDGs の企業の行動指針 
 https://sdgcompass.org/wp-content/uploads/2016/04/SDG_Compass_Japanese.pdf 

https://sdgcompass.org/wp-content/uploads/2016/04/SDG_Compass_Japanese.pdf
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表 16 SDG Compass の章立て83 

 
ステップ 1. SDGsを理解する SDGs とは何か 

企業が SDGsを利用する理論的根拠 

企業の基本的責任 

ステップ 2. 優先課題を決定する バリューチェーンをマッピングし、影響領域を特定す

る 

指標を選択し、データを収集する 

優先課題を決定する 

ステップ 3. 目標を設定する 目標範囲を設定し、KPI（主要業績評価指標）を選

択する 

意欲度を設定する 

SDGsへのコミットメントを公表する 

ステップ 4. 経営へ統合する 持続可能な目標を企業に定着させる 

全ての部門に持続可能性を組み込む 

パートナーシップに取り組む 

ステップ 5. 報告とコミュニケーションを行う 効果的な報告とコミュニケーションを行う 

SDGs達成度についてコミュニケーションを行う 

 

 さらに SDG Compass は、こうしたガイドラインを起点としてインパクト・マネジメントへの取り組みを開

始しようとする企業に対して、インパクト・マネジメントに役立つビジネスツールのインベントリと、ビジ

ネス指標のインベントリを提供している。 

 ビジネスツールのインベントリでは、企業が SDGs への影響を評価する際に役立つと思われる、一

般的に使用されているビジネスツール（58 のツール）を提供している。ユーザーは、フィルターを使

用して、特定の SDGs 目標に関するツールを見つけることができる。 
 

 
 

図 50 ビジネスツールのインベントリ84 

 

 また、ビジネス指標のインベントリでは、SDGs に対する企業の貢献度を測定・報告する際に用いら

れる、SDGs に対する既存のビジネス指標（1,533 の指標）を提供している。ユーザーは、フィルター

を使用して、特定の SDGs の目標やターゲット、またはビジネス・テーマ別に指標を調べることができ

る。 

 
83 同上。 
84 https://sdgcompass.org/business-tools/ 
 

https://sdgcompass.org/business-tools/
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図 51 ビジネス指標のインベントリ85 

  

 ユーザー企業はこれらのインベントリを通して必要な分析ツールや指標を見つけ、自らのインパク

ト・マネジメントに役立てることができる。 

 SDG Compass はセルフマネジメントのツールであり、第三者による評価や認証、ウェブ・プラットフ

ォームなどは提供されていない。 

 

3.11 Impact Lab 

3.11.1 開発機関 

 Impact Lab は、UNDP によるイニシアティブの一つ、ビジネス行動要請（BCtA: Business Call to 

Action）によって開発されたツールである。BCtA は、SDGs と企業の事業活動をアライメントすること

に重点を置いた活動を進めている。 

3.11.2 特徴  

  

 Impact Lab は IMM を実施する企業向けのオンラインツールで、SDGs に沿ったインパクトフレーム

ワークの開発や、ステークホルダーからのデータ収集の方法についてガイド付きモジュールを提供

している。このプラットフォームツールは、企業が自社のインパクトを理解し、実証し、強化し、伝える

ことを支援するための、インパクト測定サイクル全体をカバーしている。 

 

3.11.3 基本デザイン 

項目 説明  

名前 Impact Lab 

開発者 ビジネス行動要請（BCtA） 

目的  企業が自らのインパクトを理解し、実証し、強化し、伝えることを支援する。 

評価タイプ  影響評価    

バリューチェーン分析を通じて、企業はインパクトをマッピングし、インパクトの 5 つ

の次元（Who、What、How Much、Contribution、Risk、Business Value）を考慮してビ

ジネスインパクトの目標を分析する。 

 
85 https://sdgcompass.org/business-indicators/ 

https://sdgcompass.org/business-indicators/
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対象ユーザー  企業  

リリース 2018年（2020年 6月にアップグレード版をリリース） 

提供方式 ウェブ・プラットフォーム 

利用者数 2020年のアクティブユーザー総数は 428社（日本企業 12社: 味の素、旭化成、株

式会社ユーグレナ、伊藤忠商事、無印良品、パナソニック、資生堂、損保ジャパン

ホールディングスなど）。 

アウトプット インパクト・マネジメントの計画及び、企業がインパクト指標の進捗状況を報告し、

IMP のインパクト・マネジメント規範に従ってインパクトを「A」、「B」、「C」に分類でき

るモニタリングダッシュボード。 

トレーニング  BCtA は、IMM の理解と管理を深めるためのトレーニング、トレーナー養成、直接

の技術支援、メンターシップを提供している。 

 

3.11.4 概要 

 Impact Lab のユーザーは、4 つのモジュールにおける情報入力を通じて、IMM を行うための体制

を整えることができる。 

 

 
 

図 52 Impact Labのホーム画面：4つのモジュール 

 

 これら 4 つのモジュールはどれを選択して始めることもできるが、実質的にはステップとして設計さ

れているため、1 から 4 の順で分析を進めるのが自然である。各モジュールには、簡単なガイドライン

や学習コンテンツが付されており、その内容を確認してから自社の分析へと進む流れとなっている。 
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図 53 Impact Lab Module 1 におけるインプット: Impact Value Chainの解説 

 

 各モジュールは、IMM の基本的な流れを追いながら、情報を入力するうちに、自社の IMM 計画が

できる形となっている。以下はモジュール 1 の冒頭に現れるインパクト・ゴールの選択画面である。こ

こでは「ポジティブなインパクトの達成」「害の軽減」の両面から、関連する SDGs のグローバル目標を

選択して、自社の狙うインパクトを記述することができる。 

 

 
 

図 54 Impact Lab Module 1 におけるインパクト・ゴールの選択画面 

 

 ここまででわかるように、ユーザー・インターフェースの違いはあるものの、基本的な仕組みは IRIS+

に近く、用いるフレームワークも IMP 規範に準拠している。 

 ただし、IMM への取り組みに慣れていない企業にも使いやすいように、モジュール 1 で基本戦略、

モジュール 2 でアウトプットとアウトカムを設定した後で、モジュール 3 で「標準化」を説明し、IMP 規
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範のフレームワークに基づいて自社のインパクトを捉え直す構成となっている。その一方で、IRIS+の

ようにプリセットされた指標カタログを前提とはしない自由度がある点が特徴である。 

 また Impact Lab には、BCtA のメンバーおよび BCtA IMM のトレーニングを受けた企業のみが利

用できるプレミアム機能が搭載されている。これらのプレミアム機能には、企業がインパクト指標の進

捗状況を報告できるモニタリングダッシュボード、インパクト投資家やインパクトアクセラレーター向け

の複数企業のポートフォリオビュー、IMP のインパクト・マネジメント規範に基づいてインパクトを「A」

「B」「C」に分類する機能などが含まれている86。 

 

 

3.12 横浜市 SDGs認証制度 Y-SDGs 

3.12.1 開発機関 

 内閣地方創生推進事務局による「地方創生に向けた SDGs 金融の推進のための基本的な考え方
87」に基づき、横浜市が創設した制度である。 

  

3.12.2 特徴  

 日本においても SDGs への取り組みは進められ、インパクト・マネジメントに取り組む企業は増加し

ている。大手企業はこれまでに見てきたようなグローバルな手法を導入することができる一方で、地

方の小規模企業にとっては、そのような手法の活用には、言語の壁や、情報入手の難しさなど、越

えなければならない壁もあり、必ずしも取り組みやすいとは言えない状況である。 

 これに対して、内閣地方創生推進事務局は、2018 年に地方創生 SDGs・ESG 金融調査・研究会を

立ち上げ、同年 3 月に「地方創生に向けた SDGs 金融の推進のための基本的な考え方」と題する報

告書を発表した。 

 この報告書では、「持続可能な社会への変革に向けて、SDGs 達成に取り組む企業の非財務的価

値や ESG 要素等も評価し、金融市場からの資金流入等を通じて成長を支援すること」を「SDGs 金

融」と定義し、これを実現するための「地方創生 SDGs 金融フレームワーク」を下図の通り示している。 

 

 
 

 
86 BCtA 2020 Annual Report 

https://static1.squarespace.com/static/6049e33a3512a120620cfe14/t/60bddc0b2745db49eac9852c/1623055424707/202
0+annual+report+-+online.pdf 
87 https://www.chisou.go.jp/tiiki/kankyo/kaigi/sdgs_kinyu2-1/sdgs_kinyu2-1_shiryo6.pdf 

https://static1.squarespace.com/static/6049e33a3512a120620cfe14/t/60bddc0b2745db49eac9852c/1623055424707/2020+annual+report+-+online.pdf
https://static1.squarespace.com/static/6049e33a3512a120620cfe14/t/60bddc0b2745db49eac9852c/1623055424707/2020+annual+report+-+online.pdf
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図 55 地方創生 SDGs 金融フレームワーク88 

  

 現在はフェーズ 1 に相当し、各地方自治体において、「地域事業者の SDGs 達成に向けた取り組

みの見える化」が促進されている。 

 地方創生 SDGs 金融に取り組む地方自治体の数は増加しており、以下の通り、2020 年度時点で

は 100 自治体となっている。 

 

 
 

図 56 地方創生 SDGs の KPI進捗状況89 

 

 こうした中、地方創生 SDGs 金融調査・検討会は、地方公共団体による登録・認証制度の指針とし

て「地方公共団体のための地方創生 SDGs 登録・認証等制度ガイドライン」を取りまとめ、公表した90。

現在は、本ガイドラインに基づいて、各地方自治体が登録・認証制度の整備を進めている段階であ

る。 

 ここでは、いち早く制度の運用を開始した横浜市の例を取り上げる。 

 

3.12.3 基本デザイン 

項目  説明  

名前  横浜市 SDGs認証制度 Y-SDGs   

開発者 横浜市 

目的  事業者が認証制度を活用し SDGs に取り組むことで、持続可能な経営・運営への転

換、新たな顧客や取引先の拡大、さらには、投資家や金融機関が ESG 投資等の投融

資判断への活用につなげることを目指す。 

 
88 同上 
89 https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-
kankyo/ondanka/futurecity/SDGs_taskforce.files/0010_20210730.pdf 
90 https://www.chisou.go.jp/tiiki/kankyo/kaigi/pdf/sdgs_finance_guideline.pdf 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/ondanka/futurecity/SDGs_taskforce.files/0010_20210730.pdf
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/ondanka/futurecity/SDGs_taskforce.files/0010_20210730.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/kankyo/kaigi/pdf/sdgs_finance_guideline.pdf
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評価タイプ プロセス評価 

対象ユーザー  事業者（企業 、市民団体など） 

リリース 2020年 

提供方式 登録・認証  

利用者数  登録総数は不明だが、第 4回（3 ヶ月ごとの開催であるためリリース後 1年間に相当）

までで合計 254社が認証された。 

アウトプット  Y-SDGs認証（最上位 Supreme、上位 Superior、標準 Standardの 3段階） 

トレーニング  - 

 

3.12.4 概要 

 Y-SDGs は横浜市が運用する制度であり、SDGs に取り組む事業者を認証することで、地方創生

SDGs 金融フレームワークを促進することを狙いとしている。全体の流れは以下の通りである。 

 
 

図 57 Y-SDGs における登録・認証の流れ91 

 

 ESG に加えて「地域（Local）」が項目に加わっている点に特徴がある。 

 4 つのテーマの下に、それぞれ評価項目が用意されており、企業はセルフチェックシートによって

自己採点を行い、結果を登録する。 

 「地域」に対応する評価項目は、例えば以下のようになっている。 

 

 
91 https://www.yokohama-sdgs.jp/topics/design-center-certification/ より引用。なお図中の「デザインセンター」とは、横浜

市が運営する「ヨコハマ SDGs デザインセンター」を指す。 

https://www.yokohama-sdgs.jp/topics/design-center-certification/
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図 58 Y-SDGs におけるチェックシート（地域に関する評価項目の抜粋）92 

 

 認証は年に 4 回（3 ヶ月に 1 度）行われており、登録を済ませると、調査員によるヒアリングがあり、

その結果に応じて、認証の可否が決定される。認証される場合は、以下の 3 つの段階がある。 

 

 
 

図 59 Y-SDGs における認証の 3つのレベル93 

 

 これまでに認証を受けた事業者数は以下の通り。 

 
表 17 Y-SDGs 認証を受けた事業者数（2022年 1月現在） 

 

 第 1回 第 2回 第 3回 第 4回 合計 

最上位 Supreme 2 3 4 1 10 

上位 Superior 4 27 19 17 67 

標準 Standard 23 89 29 36 177 

 

 こうした認証が根付いた後には、地方創生 SDGs 金融フレームワークではフェーズ 2 の地域金融

機関と地域事業者の連携へと進むことになる。横浜市は 2021 年 7 月、地銀・信用金庫を中心とす

る 9 つの金融機関を参加機関とする Y-SDGs 金融タスクフォースを設立し、活動を始めている94。 

  

 
92 https://www.yokohama-sdgs.jp/wp-content/uploads/2020/08/design-center-certification-sample.pdf 
93 https://www.yokohama-sdgs.jp/topics/design-center-certification/ より引用。なお図中の「デザインセンター」とは、横浜

市が運営する「ヨコハマ SDGs デザインセンター」を指す。 
94 https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/ondan/2021/SDGs-
press_0721_02.files/0001_20210720.pdf 

https://www.yokohama-sdgs.jp/wp-content/uploads/2020/08/design-center-certification-sample.pdf
https://www.yokohama-sdgs.jp/topics/design-center-certification/
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/ondan/2021/SDGs-press_0721_02.files/0001_20210720.pdf
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/ondan/2021/SDGs-press_0721_02.files/0001_20210720.pdf
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3.12.5 活用例 

 ヤマシンフィルタ株式会社は、横浜市に本社を置く産業用フィルタメーカーである。 

 サステナビリティへの取り組みに力を入れており、「環境」「空気」「健康」の 3 つの取り組みテーマ

を定め、経営戦略上の中長期的な目標として掲げられた「建設機械フィルタの専門メーカーから総

合フィルタメーカーへの飛躍-Yamashin Paradigm Shift- 」に向け、事業を推進している95。 

 同社は第 2 回 Y-SDGs に認証事業者に申請するため書類等を準備していたところ、株式会社三

井住友銀行による融資審査の非財務情報の評価の材料として記入済みチェックシート等が活用さ

れ、融資が決定した。横浜市によれば、本件は Y-SDGs の枠組みを活用した融資としては第一号

の事例であり、「自治体が構築した SDGs に関する認証制度が金融機関の融資において活用され

た事例」としても、政令指定都市としては初めての事例である96。 

 融資決定時点では認証は決定前であったが、後に第 2 回の認証事業者のうち、上から 2 段階目

に当たる「上位 Superior」に認証された 27 社のうちの 1 社となった97。 

 

 

 
95 http://www.yamashin-filter.co.jp/ja/sustainability/value.html 
96 https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/ondan/2020/1225ysdgsyuushi.files/0001_20201224.pdf 
97 https://www.yokohama-sdgs.jp/wp-content/uploads/2021/10/ysdgs_certification2-1.pdf 

http://www.yamashin-filter.co.jp/ja/sustainability/value.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/ondan/2020/1225ysdgsyuushi.files/0001_20201224.pdf
https://www.yokohama-sdgs.jp/wp-content/uploads/2021/10/ysdgs_certification2-1.pdf
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